
【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生関係営業者等が一定価格以上の機械及び装置並びに器具及び

備品を取得した場合に取得価額の３０％の特別償却又は取得価額の７％

の税額控除できる措置を平成２４年度末までの２年間延長する。 

 

租税特別措置法第 10 条の 4、第 42 条の 7、第 68 条の 12 
租税特別措置法施行令第 5 条の 6、第 27 条の 7、第 39 条の 42 
租税特別措置法施行規則第 5 条の 9、第 20 条の 3 
 

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 

昭和 62 年    創設 

平成 21 年度 国税において延長 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生関係営業者は、中小零細な経営規模のものが多く、依然とし

て、原油価格の高騰等によりその経営環境は厳しいものがあり、その事

業基盤を強化することが政策的に必要であるため、新規の機械、装置等

を取得する場合につき、税制上の特別措置を設けることにより、その脆

弱な経営基盤の強化を図る必要がある。また、本政策目的を達成するた

めには、一定の基準を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促

進等の動機付けを与える必要があることからも、制度延長が適当である。

ところで、生活衛生関係営業者等については、本制度は長期措置となっ

ているが、規制緩和や資材価格高騰、円高による成長モメンタムの低下、

デフレの影響等により中小企業を取り巻く状況は依然として厳しく、引

き続き措置する必要がある。 

《政策目的の根拠》 

 本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の安定・強化を通じて、消費

の拡大等による内需の振興、経済の持続的な成長を図るとともに、当該産業

による雇用の増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のな

かで、生活衛生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけ

られているもの。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 

（別添） 



 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

生活衛生関係営業者が新規の機械・装置等を取得することを通じて、

経営基盤の強化を図ること。ただし、今後、生活衛生関係営業の業況 DI

がプラスに転じること、設備投資実施企業割合が上昇傾向となることが

必要である。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

設備取得額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生関係営業者は、新規の機械、装置等の取得を通じて、衛生水
準の向上、生産性の向上や省力化を推進し、経営基盤の強化を図る必要
がある。しかしながら、この種の営業者のほとんどが中小零細の経営規
模であることから、積極的な設備投資が行いにくい状況にあるため、租
税特別措置法の特例措置により、政策的にインセンティブを講じること
で、投資意欲を促進することが可能となる。さらに投資意欲がありなが
らも資金力の脆弱な事業者に対し株式会社日本政策金融公庫等の政策金
融による資金供給を行うことで、円滑に経営基盤の強化が図られるよう
措置する必要がある。 

なお、当該施策は、設備内容及び業種に限定がないため幅広い事業者

が利用することが可能であるが、本制度が廃止されると、生活衛生関係

営業者等の設備投資意欲が一層低下することが懸念され、今後、衛生水

準の維持、向上が図られなければ、ひいては国民の利益が損なわれる恐

れもあり、現状では制度延長が不可欠である。 
 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成23年度    34,672,730千円（設備取得額） 

            9,103件（件数） 

※株式会社日本政策金融公庫調べによる 
 
今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比

7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した新規の
機械・装置等の取得の促進により、国民生活の基盤であり、地域経済
の柱である生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企業収
益の改善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが見込
まれる。 

 

② 減収額  (減収額) 
 

２１年度      596 百万円                    

２２年度(推計)   444 百万円                    

２３年度(推計)   444 百万円                    

 



③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えない。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比
7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した共同利
用施設の取得の促進により、国民生活の基盤であり、地域経済の柱で
ある生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企業収益の改
善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが見込まれる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生関係営業の設備投

資(事業基盤強化設備の取得)が行えなかった場合、経営基盤の不安定

を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪化の負のス

パイラルを招くおそれがある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業は、我が国
の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大き
な役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上や
新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出し
ていく必要がある。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より中小零細の生活衛生関係営業を営む者にとって国内市場は依然と
して厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による低利
融資及び本税制措置により設備投資 (事業基盤強化設備の取得 )を
促進し、経営基盤の強化を図ることとしている。  

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

事業基盤強化設備に係る特別償却制度等の適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生関係営業者等が一定価格以上の機械及び装置並びに器具及び

備品を取得した場合に取得価額の３０％の特別償却又は取得価額の７％

の税額控除できる措置を平成２４年度末までの２年間延長する。 

 

租税特別措置法第１０条の４、第４２の７、第６８条の１２ 

同法施行令第５条の６、第２７条の７、第３９条の４２ 

同法施行規則第５条の９、第２０条の３、第２２条の２５ 

地方税法第２３条、第５１条、第７２条の２３第１項、第２９２条第１
項第３号、第３１４条の４ 

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 

昭和 62 年    創設 

平成 21 年度 国税において延長 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生関係営業者は、中小零細な経営規模のものが多く、依然とし

て、原油価格の高騰等によりその経営環境は厳しいものがあり、その事

業基盤を強化することが政策的に必要であるため、新規の機械、装置等

を取得する場合につき、税制上の特別措置を設けることにより、その脆

弱な経営基盤の強化を図る必要がある。また、本政策目的を達成するた

めには、一定の基準を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促

進等の動機付けを与える必要があることからも、制度延長が適当である。

ところで、生活衛生関係営業者等については、本制度は長期措置となっ

ているが、規制緩和や資材価格高騰、円高による成長モメンタムの低下、

デフレの影響等により中小企業を取り巻く状況は依然として厳しく、引

き続き措置する必要がある。 

《政策目的の根拠》 

 本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の安定・強化を通じて、消費

の拡大等による内需の振興、経済の持続的な成長を図るとともに、当該産業

による雇用の増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のな

かで、生活衛生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけ

られているもの。 

② 政策体系

における

政策目的

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 

（別添） 



の位置付

け 

施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に
より、生活衛生の向上、推進を図ること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

生活衛生関係営業者が新規の機械・装置等を取得することを通じて、

経営基盤の強化を図ること。ただし、今後、生活衛生関係営業の業況 DI

がプラスに転じること、設備投資実施企業割合が上昇傾向となることが

必要である。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

設備取得額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生関係営業者は、新規の機械、装置等の取得を通じて、衛生水
準の向上、生産性の向上や省力化を推進し、経営基盤の強化を図る必要
がある。しかしながら、この種の営業者のほとんどが中小零細の経営規
模であることから、積極的な設備投資が行いにくい状況にあるため、租
税特別措置法の特例措置により、政策的にインセンティブを講じること
で、投資意欲を促進することが可能となる。さらに投資意欲がありなが
らも資金力の脆弱な事業者に対し株式会社日本政策金融公庫等の政策金
融による資金供給を行うことで、円滑に経営基盤の強化が図られるよう
措置する必要がある。 

なお、当該施策は、設備内容及び業種に限定がないため幅広い事業者

が利用することが可能であるが、本制度が廃止されると、生活衛生関係

営業者等の設備投資意欲が一層低下することが懸念され、今後、衛生水

準の維持、向上が図られなければ、ひいては国民の利益が損なわれる恐

れもあり、現状では制度延長が不可欠である。 
 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成23年度    34,672,730千円（設備取得額） 
            9,103件（件数） 

※株式会社日本政策金融公庫調べによる 
 
今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比

7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した新規の
機械・装置等の取得の促進により、国民生活の基盤であり、地域経済
の柱である生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企業収
益の改善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが見込
まれる。 

 

② 減収額  (減収額) 
 

２１年度      80 百万円                    

２２年度(推計)   60 百万円                    

２３年度(推計)   60 百万円                    

 



③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えない。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比
7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した共同利
用施設の取得の促進により、国民生活の基盤であり、地域経済の柱で
ある生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企業収益の改
善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが見込まれる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生関係営業の設備投

資(事業基盤強化設備の取得)が行えなかった場合、経営基盤の不安定

を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪化の負のス

パイラルを招くおそれがある。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 
国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業は、我が国

の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大き
な役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上や
新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出し
ていく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より中小零細の生活衛生関係営業を営む者にとって国内市場は依然と
して厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による低利
融資及び本税制措置により設備投資 (事業基盤強化設備の取得 )を
促進し、経営基盤の強化を図ることとしている。  

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の

適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金に係る損金

算入限度額の特例措置（通常の１１６％相当額）の適用期限を平成２４

年度末までの２年間延長する。 

（租税特別措置法第５７条の１０） 

3 担当部局 健康局生活衛生課、社会・援護局地域福祉課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 
創設年度 昭和４１年 

期限切れごとに延長要望（直近は、平成２１年度） 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生同業組合等は、国民の日常生活に極めて深い関係のある生活

衛生関係営業者の衛生施設の改善向上、経営の健全化等のために共同施

設事業、共済事業、福利厚生事業等を行っている。消費生活協同組合等

は、組合員の生活に必要な物資を購入し、組合員に供給する事業等を行

う非営利の消費者の相互扶助組織である。このような組合の事業活動を

推進するために、特別措置によってこれらの団体の財政基盤の充実を図

る必要がある。 

 
《政策目的の根拠》 

本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の充実・強化を通じて、組

合の健全な発展、経済の持続的成長を図るとともに、当該産業による雇用の

増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のなかで、生活衛

生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけられているも

の。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

［生活衛生関係営業者等］ 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 
[消費生活協同組合等] 
  基本目標Ⅶ   利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提

供等を図ること 
  施策大目標２   地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域

の要援護者の福祉の向上を図ること 
  施策中目標１   地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域

の要援護者の福祉の向上を図ること 

（別添） 



③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

貸倒リスクを軽減し、かつ、経営基盤の安定・強化を図ることによ
り、リスクに対する十分な抵抗力を確保すること。ただし、ひとつの
指標として、生活衛生関係営業の業況判断ＤＩがプラスに転じること
が必要。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

１６％割増繰入限度額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生同業組合等が、共同事業、資金の斡旋に係る事業等を行って
おり、組合事業と組合員の事業は極めて密接に関係している。組合事業
の健全性が確保されない場合、組合員の事業活動にも連鎖し、重大な影
響が及ぶことが懸念される。 

消費生活協同組合等は、「組合員の生活の文化的経済的向上を図ることを
目的とする」相互扶助組織であり、今日では、のべ６，３１８万人の組合員が、
生協が行う供給事業や共済事業、高齢者への福祉に関する事業などを利用し
ているところである。消費生活協同組合等は多くの組合員や国民の生活に多
大な影響を与えており、このため、消費生活協同組合等の財政基盤の悪化
は、国民生活への影響につながるものである。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤は未だ十分な
水準になく、また営利性のある事業を行っていないため、余剰金が発生
しにくいことに鑑み、適切な内部留保水準に引き上げるためには、引き
続き、租税特別措置法に基づく本政策措置を適用することにより、財政
基盤の充実・強化を図る必要がある。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

を図ることは、組合の健全な発展につながるものであることから、種々

の施策をパッケージ化して講じる必要があり、引き続き、株式会社日本

政策金融公庫の融資とともに本政策措置を講ずることは不可欠である

(消費生活協同組合等は融資制度対象外)。 

また、本政策目的を達成するためには、一定の基準を満たす主体に対

し、公平・中立かつ広範に内部留保促進等の動機付けを与える必要があ

ることからも、制度延長が適当である。 

本制度は長期措置となっているが、規制緩和や資材価格高騰、円高に
よる国内民需の低下、デフレの影響等により中小企業及び各種組合を取
り巻く状況は依然として厳しく、引き続き措置する必要がある。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 （生活衛生同業組合等） 

           16%割増繰入限度額 

  平成23年度           3.1百万円 
     ※(社)全国生活衛生同業組合中央会調べ 

 

 
（消費生活協同組合等） 

           16%割増繰入限度額 



  平成23年度         4,522百万円 
※厚生労働省調べ 

② 減収額  (減収額) 
 

２３年度(推計)   174.2 百万円                    

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えない。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生同業組合等及び消
費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化が行えなかった場合、経営基
盤の不安定を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪
化の負のスパイラルを招くおそれがある。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
 国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生同業組合等は、我が

国の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大
きな役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上
や新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出
していく必要がある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生同業組合等は、我が
国の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大
きな役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上
や新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出
していく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等にとって国内市場は依
然として厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による
低利融資及び本税制措置により財政基盤の充実・強化を促進し、経営
基盤の強化を図ることとしている。  



③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の

適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金に係る損金

算入限度額の特例措置（通常の１１６％相当額）の適用期限を平成２４

年度末までの２年間延長する。 

（租税特別措置法第５７条の１０） 

3 担当部局 健康局生活衛生課、社会・援護局地域福祉課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 
創設年度 昭和４１年 

期限切れごとに延長要望（直近は、平成２１年度） 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生同業組合等は、国民の日常生活に極めて深い関係のある生活

衛生関係営業者の衛生施設の改善向上、経営の健全化等のために共同施

設事業、共済事業、福利厚生事業等を行っている。消費生活協同組合等

は、組合員の生活に必要な物資を購入し、組合員に供給する事業等を行

う非営利の消費者の相互扶助組織である。このような組合の事業活動を

推進するために、特別措置によってこれらの団体の財政基盤の充実を図

る必要がある。 

 
《政策目的の根拠》 

本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の充実・強化を通じて、組

合の健全な発展、経済の持続的成長を図るとともに、当該産業による雇用の

増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のなかで、生活衛

生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけられているも

の。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

［生活衛生関係営業者等］ 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 
［消費生活協同組合等］ 

  基本目標Ⅶ   利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供 
等を図ること 

  施策大目標２ 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の
要援護者の福祉の向上を図ること 

  施策中目標１ 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域 
の要援護者の福祉の向上を図ること 

（別添） 



③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

貸倒リスクを軽減し、かつ、経営基盤の安定・強化を図ることにより、
リスクに対する十分な抵抗力を確保すること。ただし、ひとつの指標と
して、生活衛生関係営業の業況判断ＤＩがプラスに転じることが必要。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

１６％割増繰入限度額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生同業組合等が、共同事業、資金の斡旋に係る事業等を行って
おり、組合事業と組合員の事業は極めて密接に関係している。組合事業
の健全性が確保されない場合、組合員の事業活動にも連鎖し、重大な影
響が及ぶことが懸念される。 

消費生活協同組合等は、「組合員の生活の文化的経済的向上を図ることを
目的とする」相互扶助組織であり、今日では、のべ６，３１８万人の組合員が、
生協が行う供給事業や共済事業、高齢者への福祉に関する事業などを利用し
ているところである。消費生活協同組合等は多くの組合員や国民の生活に多
大な影響を与えており、このため、消費生活協同組合等の財政基盤の悪化
は、国民生活への影響につながるものである。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤は未だ十分な
水準になく、また営利性のある事業を行っていないため、余剰金が発生
しにくいことに鑑み、適切な内部留保水準に引き上げるためには、引き
続き、租税特別措置法に基づく本政策措置を適用することにより、財政
基盤の充実・強化を図る必要がある。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

を図ることは、組合の健全な発展につながるものであることから、種々

の施策をパッケージ化して講じる必要があり、引き続き、株式会社日本

政策金融公庫の融資とともに本政策措置を講ずることは不可欠である

(消費生活協同組合等は融資制度対象外)。 

また、本政策目的を達成するためには、一定の基準を満たす主体に対

し、公平・中立かつ広範に内部留保促進等の動機付けを与える必要があ

ることからも、制度延長が適当である。 

本制度は長期措置となっているが、規制緩和や資材価格高騰、円高に
よる国内民需の低下、デフレの影響等により中小企業及び各種組合を取
り巻く状況は依然として厳しく、引き続き措置する必要がある。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 （生活衛生同業組合等） 

           16%割増繰入限度額 

  平成23年度           3.1百万円 
       ※(社)全国生活衛生同業組合中央会調べ 

（消費生活協同組合等） 

           16%割増繰入限度額 

  平成23年度         4,522百万円 
※厚生労働省調べ 

 



② 減収額  (減収額) 
 

２３年度(推計)   69.7 百万円                    

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えない。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生同業組合等及び消
費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化が行えなかった場合、経営基
盤の不安定を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪
化の負のスパイラルを招くおそれがある。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業等は、我が

国の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大
きな役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上
や新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出
していく必要がある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 
国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業は、我が国

の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大き
な役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上や
新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出し
ていく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等にとって国内市場は依
然として厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による
低利融資(消費生活協同組合等は対象外)及び本税制措置により財政基
盤の充実・強化を促進し、経営基盤の強化を図ることとしている。  

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 



10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る特別控除

制度の適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得の特別控除制
度（留保金額の３２％相当額）の適用期限を平成２４年度末までの２年
間延長する。 
（租税特別措置法第６１条） 

3 担当部局 健康局生活衛生課、社会・援護局地域福祉課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 
創設年度 昭和３９年 

期限切れごとに延長要望（直近は、平成２１年度） 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生同業組合等は、国民の日常生活に極めて深い関係のある生活

衛生関係営業者の衛生施設の改善向上、経営の健全化等のために共同施

設事業、共済事業、福利厚生事業等を行っている。消費生活協同組合等

は、組合員の生活に必要な物資を購入し、組合員に供給する事業等を行

う非営利の消費者の相互扶助組織である。このような組合の事業活動を

推進するために、特別措置によってこれらの団体の財政基盤の充実を図

る必要がある。 

 
《政策目的の根拠》 

本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の充実・強化を通じて、組

合の健全な発展、経済の持続的成長を図るとともに、当該産業による雇用の

増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のなかで、生活衛

生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけられているも

の。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
［生活衛生関係営業者等］ 

基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推
進すること 

施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 

[消費生活協同組合等] 

 基本目標Ⅶ   利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供
等を図ること 

 施策大目標２    地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域
の要援護者の福祉の向上を図ること 

 施策中目標１  地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要
援護者の福祉の向上を図ること 

（別添） 



 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

による安定した事業運営の確保及び健全な育成・発展。 

ただし、今後、生活衛生関係営業の業況 DI がプラスに転じること、設

備投資実施企業割合が上昇傾向となることが必要である。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

留保所得額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生同業組合等が、共同事業、資金の斡旋に係る事業等を行って
おり、組合事業と組合員の事業は極めて密接に関係している。組合事業
の健全性が確保されない場合、組合員の事業活動にも連鎖し、重大な影
響が及ぶことが懸念される。 

消費生活協同組合等は、「組合員の生活の文化的経済的向上を図ることを
目的とする」相互扶助組織であり、今日では、のべ６，３１８万人の組合員が、
生協が行う供給事業や共済事業、高齢者への福祉に関する事業などを利用し
ているところである。消費生活協同組合等は多くの組合員や国民の生活に多
大な影響を与えており、このため、消費生活協同組合等の財政基盤の悪化
は、国民生活への影響につながるものである。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤は未だ十分な
水準になく、また営利性のある事業を行っていないため、余剰金が発生
しにくいことに鑑み、適切な内部留保水準に引き上げるためには、引き
続き、租税特別措置法に基づく本政策措置を適用することにより、財政
基盤の充実・強化を図る必要がある。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

を図ることは、組合の健全な発展につながるものであることから、種々

の施策をパッケージ化して講じる必要があり、引き続き、株式会社日本

政策金融公庫の融資とともに本政策措置を講ずることは不可欠である

(消費生活協同組合等は融資制度対象外)。 

また、本政策目的を達成するためには、一定の基準を満たす主体に対

し、公平・中立かつ広範に内部留保促進等の動機付けを与える必要があ

ることからも、制度延長が適当である。 

本制度は長期措置となっているが、規制緩和や資材価格高騰、円高に
よる国内民需の低下、デフレの影響等により中小企業及び各種組合を取
り巻く状況は依然として厳しく、引き続き措置する必要がある。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 （生活衛生同業組合等） 

           留保所得額 
  平成23年度        436百万円 
       ※(社)全国生活衛生同業組合中央会調べ 
 



（消費生活協同組合等） 

           留保所得額 
  平成23年度        312百万円 

※厚生労働省調べ 

 

② 減収額  (減収額) 
 

２３年度(推計)   32.5 百万円                    

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えず、引き続き本政策措置を講ずることは不可欠である。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 
生活衛生関係営業の業況判断 DI については、▲42.5%(株式会社日本政

策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査」平成 21 年 4-6 月期）
から▲34.6(平成 22 年 4-6 月期)で 7.9%改善しており、本税制措置を活
用した内部留保水準の引き上げにより、国民生活の基盤であり、地域
経済の柱である生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企
業収益の改善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが
見込まれる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生同業組合等及び消

費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化が行えなかった場合、経営基

盤の不安定を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪

化の負のスパイラルを招くおそれがある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業は、我が国
の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大き
な役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上や
新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出し
ていく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 



② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より中小零細の生活衛生関係営業を営む者にとって国内市場は依然と
して厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による低利
融資及び本税制措置により財政基盤の充実・強化を促進し、経営基盤
の強化を図ることとしている。  

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得に係る特別控除

制度の適用期限の延長 

2 要望の内容 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の留保所得の特別控除制
度（留保金額の３２％相当額）の適用期限を平成２４年度末までの２年
間延長する。 
（租税特別措置法第６１条） 

3 担当部局 健康局生活衛生課、社会・援護局地域福祉課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 

昭和３９年   地方税において創設 

平成２１年度 地方税において延長 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生同業組合等は、国民の日常生活に極めて深い関係のある生活

衛生関係営業者の衛生施設の改善向上、経営の健全化等のために共同施

設事業、共済事業、福利厚生事業等を行っている。消費生活協同組合等

は、組合員の生活に必要な物資を購入し、組合員に供給する事業等を行

う非営利の消費者の相互扶助組織である。このような組合の事業活動を

推進するために、特別措置によってこれらの団体の財政基盤の充実を図

る必要がある。 

 
《政策目的の根拠》 

本税制措置は生活衛生関係営業者の経営基盤の充実・強化を通じて、組

合の健全な発展、経済の持続的成長を図るとともに、当該産業による雇用の

増加に資することを目的に創設されたものであり、施策体系のなかで、生活衛

生関係営業者の活性化を図るための重要な手段として位置づけられているも

の。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

［生活衛生関係営業者等］ 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 
[消費生活協同組合等] 

 基本目標Ⅶ  利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提 
供等を図ること 

  施策大目標２ 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の
要援護者の福祉の向上を図ること 

  施策中目標１ 地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域 

の要援護者の福祉の向上を図ること 

（別添） 



③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

による安定した事業運営の確保及び健全な育成・発展。 

ただし、今後、生活衛生関係営業の業況 DI がプラスに転じること、設

備投資実施企業割合が上昇傾向となることが必要である。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

留保所得額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生同業組合等が、共同事業、資金の斡旋に係る事業等を行って
おり、組合事業と組合員の事業は極めて密接に関係している。組合事業
の健全性が確保されない場合、組合員の事業活動にも連鎖し、重大な影
響が及ぶことが懸念される。 

消費生活協同組合等は、「組合員の生活の文化的経済的向上を図ることを
目的とする」相互扶助組織であり、今日では、のべ６，３１８万人の組合員が、
生協が行う供給事業や共済事業、高齢者への福祉に関する事業などを利用し
ているところである。消費生活協同組合等は多くの組合員や国民の生活に多
大な影響を与えており、このため、消費生活協同組合等の財政基盤の悪化
は、国民生活への影響につながるものである。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤は未だ十分な
水準になく、また営利性のある事業を行っていないため、余剰金が発生
しにくいことに鑑み、適切な内部留保水準に引き上げるためには、引き
続き、租税特別措置法に基づく本政策措置を適用することにより、財政
基盤の充実・強化を図る必要がある。 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化

を図ることは、組合の健全な発展につながるものであることから、種々

の施策をパッケージ化して講じる必要があり、引き続き、株式会社日本

政策金融公庫の融資とともに本政策措置を講ずることは不可欠である

(消費生活協同組合等は融資制度対象外)。 

また、本政策目的を達成するためには、一定の基準を満たす主体に対

し、公平・中立かつ広範に内部留保促進等の動機付けを与える必要があ

ることからも、制度延長が適当である。 

本制度は長期措置となっているが、規制緩和や資材価格高騰、円高に
よる国内民需の低下、デフレの影響等により中小企業及び各種組合を取
り巻く状況は依然として厳しく、引き続き措置する必要がある。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 （生活衛生同業組合等） 

           留保所得額 
  平成23年度        436百万円 
       ※(社)全国生活衛生同業組合中央会調べ 

（消費生活協同組合等） 

           留保所得額 
  平成23年度        312百万円 

※厚生労働省調べ 
 



 

② 減収額  (減収額) 
 

２３年度(推計)   14.1 百万円                    

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
好調なアジア向け輸出に加え、エコカー減税やエコポイント等の政策

効果による国内民間需要の回復など日本経済は下げ止まりを見せており
、本税制措置により、一部の組合については着実に経営基盤の安定化が
図られているが、資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による成長モ
メンタムの低下などにより零細な生活衛生関係営業者(消費生活協同組
合等)中小企業者にとって国内市場は依然として厳しい経営環境下で(生
活衛生関係営業の業況判断DI（▲34.6＝株式会社日本政策金融公庫「生
活衛生関係営業の景気動向等調査」平成22年4-6月期）は非常に低調)、
大部分の零細な事業者は経営基盤が脆弱であり、依然として十分な状況
とは言えず、引き続き本政策措置を講ずることは不可欠である。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

生活衛生関係営業の業況判断 DI については、▲42.5%(株式会社日本政
策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調査」平成 21 年 4-6 月期）
から▲34.6(平成 22 年 4-6 月期)で 7.9%改善しており、本税制措置を活
用した内部留保水準の引き上げにより、国民生活の基盤であり、地域
経済の柱である生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企
業収益の改善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが
見込まれる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生同業組合等及び消

費生活協同組合等の財政基盤の充実・強化が行えなかった場合、経営基

盤の不安定を招き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪

化の負のスパイラルを招くおそれがある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生同業組合等は、我が
国の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大
きな役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上
や新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出
していく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等にとって国内市場は依
然として厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による
低利融資及び本税制措置により財政基盤の充実・強化を促進し、経営
基盤の強化を図ることとしている。  



③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の拡充 

2 要望の内容 ＜制度概要＞ 

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（以下「産活

法」。）に基づく認定事業再構築計画、認定経営資源再活用計画、認定経営資

源融合計画、認定資源生産性革新計画に従って、会社の設立、増資等を行う

場合に登録免許税の税率を以下のとおり軽減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜要望の内容＞ 

現在、産活法の一部改正を検討中。改正後も税制面の取扱いについて従

来と差が生じることのないよう、所要の税制改正を行う。 

  

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１１年度 創設 

平成１２年度 税率の引き下げ 

平成１３年度 ２年間延長 

平成１５年度 ５年間延長 

平成１８年度 ２年間延長 

平成２０年度 ２年間延長 

平成２１年度 １年間延長、拡充 

平成２２年度 ２年間延長 

6 適用又は延長期間 平成２２年４月～平成２４年３月 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国に存する経営資源の効率的な活用が図られる環境を整備し、企業全

体の生産性を向上させるとともに、オープン・イノベーションを推進する新たな

仕組みを構築することにより、我が国経済の新陳代謝の能力を高める。また、

構造的な資源価格の高騰に耐えうる新たな経済産業構造の構築により、我が

国の資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長の実現を目指す。 

租税特別措置法

第８０条第１項

通常の

税率

産活法

の特例
軽減率

1号 0.7% 0.35% 0.35%

2号 0.15% 0.1% 0.05%

（括弧書きの部分） 0.7% 0.35% 0.35%

3号 分割 0.15% 0.1% 0.05%

（括弧書きの部分） 0.7% 0.35% 0.35%

土地 2.0% 1.6% 0.4%

建物 2.0% 1.6% 0.4%

船舶の所有権の取得 2.8% 2.3% 0.5%

不動産 0.4% 0.2% 0.2%

船舶 0.4% 0.3% 0.1%

不動産 0.8% 0.2% 0.6%

船舶 2.8% 1.2% 1.6%

措置の内容

5号

4号（売買）
不動産の所有権の取得

合併時

分割時

（資本金が増加する場合の分割）

（資本金が増加する場合の合併）

合併

会社の設立、資本金の増加



《政策目的の根拠》 

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（平成１１年法律

第１３１号） 

（目的）  

第一条  この法律は、我が国経済の持続的な発展を図るためにはその生産

性の向上が重要であることにかんがみ、特別の措置として、事業者が実施す

る事業再構築、経営資源再活用、経営資源融合、資源生産性革新等を円滑

化するための措置を雇用の安定等に配慮しつつ講ずるとともに、株式会社産

業革新機構を設立し特定事業活動の支援等に関する業務を行わせるための

措置、中小企業の活力の再生を支援するための措置及び事業再生を円滑化

するための措置を講じ、併せて事業活動における知的財産権の活用を促進

することにより、我が国の産業活力の再生を図るとともに、我が国産業が最

近における国際経済の構造的な変化に対応したものとなるための産業活動

の革新に寄与することを目的とする。  

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

我が国の経営資源の効率的な活用を促進し生産性の向上を実現するこ

とを通じて、我が国経済の活力向上及び持続的な発展を実現する。 

具体的には、本措置を活用した企業の ROE、ROA の平均値が、政策目
標（ROE、ROA：平成 22 年度値＋2％）を上回ることを目指す。 

また、資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長を実現す
る。 

具体的には、本措置を活用した企業の資源生産性を高めるため、3年間

でエネルギー生産性の 6％以上向上又は炭素生産性の 7％以上向上を実

現することを目指す。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

認定事業者は、計画（３年以内）の終了時点において以下のいずれかの指

標について基準を達成するものとする 

【事業再構築計画、経営資源再活用計画】 

 ROE≧2％ポイント（経営資源再活用計画では ROA） 

 有形固定資産回転率≧5％ 

 従業員一人当たり付加価値額≧6％ 

【経営資源融合計画】 

 修正 ROA≧3％ポイント 

 有形固定資産回転率≧10％ 

 従業員一人当たり付加価値額≧12％ 

【資源生産性革新計画】 

 エネルギー生産性：+4％（平成 23 年度以降に開始する計画は+6％） 

 炭素生産性：+5％（平成 23 年度以降に開始する計画は+7％） 

 



《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

産活法の認定を受けた企業の ROE、ROA 向上率は日本国全体の ROE、

ROA 向上率と比較した場合に高く、政策目的の達成に大きく寄与している。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等  
【本措置を利用した計画の認定件数】 
                                        （単位：件） 

 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

件数 72 67 57 26 21 18 24 

 

【適用件数】 
          (単位：件) 

 18 年度 19 年度 20 年度 

件数 912 458 994 

出所：法務省「登記統計」 

 

② 減収額 【減収額】 

                                       （単位：百万円） 

 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

軽減額 5,133 3,789 1,586 4,509 2,609 

 出所：産活法に基づく提出資料 

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：創設時～平成２４年３月度） 

産活法を創設した平成 11 年度以降、組織再編や事業再編が促進され我が

国の ROA 及び ROE は改善してきたが、平成 20 年度はリーマンショックに端を

発する世界的な景気低迷等により大幅に下落する結果となった。 

（法人企業統計調査（財務省）） 

①資産経常利益率（ROA）の実績 

【制度創設】平成 11 年度：2.1% → 平成 20 年度：2.5% 

②自己資本当期純利益率（ROE）の実績 

【制度創設】平成 11 年度：0.8% → 平成 20 年度：1.6% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成１

５年４月～平成２２年７月） 

平成２２年７月現在、約９割の認定計画が目標として設定した生産性向上の

基準を達成している。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成１５年４月～平成２４年３月） 

 分析対象期間中に産活法の認定を受けた計画のうち、約９割が本措置を活

用しており、本措置が活用できない場合は、組織再編や事業再編を通じた経

営資源の効率的活用を図る産活法全体の政策目的を阻害することになる。 

 また、現下の日本経済を取り巻く環境は、内需の減退や新興国の台頭によ

る影響など決して楽観視できるものではなく、我が国企業にはグローバル競争

下において競争力を有するコア事業や高付加価値事業への積極投資・事業

転換が喫緊の課題である。現在、これらの企業行動を政策的に支援するため

の産活法改正を検討しているところだが、既存で措置されている現行産活法

に基づく企業再編・事業再編行為に伴う登録免許税の軽減措置についても必

要不可欠であり、本措置が引き続き手当されない場合には、グローバル経済

における我が国企業の競争力低下を招くことになる。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成１５年４月～平成

２４年３月） 

これまで本措置を活用した計画のうち、約９割の計画が目標として設定した

生産性向上の基準を達成している。今後も、本措置活用により、企業の生産

性向上と計画終了後の利益確保（税収の増大）に寄与。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本措置は、経営資源の効率的な運用を目指した戦略的な組織再編・事業再

編に加えて、新たな商品開発や生産工程の導入などの事業革新を行うものに

ついて、その他一定の基準を満たす計画を主務大臣が認定した場合に限り、

本措置を講じている。本措置により、上記のような事業構造の変更・事業革新

等に要する費用を軽減することで、本措置の適用を受ける企業の抜本的な生

産性の向上を促すものであり、組織再編等に関する資金面での阻害要因を除

去する特例措置として妥当である。 

 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 類似する他の支援措置は存在しない。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

 

10 有識者の見解  

 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長 

2 要望の内容 ＜制度概要＞ 

産活法に基づく認定事業再構築、認定経営資源再活用計画、認定経営資

源融合計画、認定資源生産性革新計画及び認定中小企業承継事業再生計

画に従って行われる事業の譲渡及び一定の要件を満たす資産譲渡に伴い不

動産を取得し、かつ、当該認定計画に係る事業の用に供したときは当該不動

産に係る不動産取得税について、本則（土地、住宅 3％、住宅以外の家屋

4％）の１／６を軽減する。 

＜要望の内容＞ 

再生局面にあるなど雇用の維持に一定の効果があるものに適用対象を見

直した上で、措置の期限を平成２５年３月３１日まで延長する。 

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１１年１０月 創設 

平成１３年４月 2 年間の延長 

平成１５年４月 2 年間の延長、拡充 

平成１７年４月 2 年間の延長 

平成１９年４月 2 年間の延長、拡充 

平成２１年４月 2 年間の延長、拡充 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月～平成２５年３月 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国に存する経営資源の効率的な活用が図られる環境を整備し、企業

全体の生産性を向上させ、ベンチャー企業の創出と成長を促すための環境整

備を行うとともに、オープン・イノベーションを推進する新たな仕組みを構築する

ことにより、我が国経済の新陳代謝の能力を高める。 

また、構造的な資源価格の高騰・変動に耐えうる新たな経済産業構造の構築

のため、我が国の資源生産性の向上を図り、持続的・安定的な経済成長の実

現を目指す。 

《政策目的の根拠》 

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法（平成１１年法律

第１３１号） 

（目的）  

第一条  この法律は、我が国経済の持続的な発展を図るためにはその生産

性の向上が重要であることにかんがみ、特別の措置として、事業者が実施す

る事業再構築、経営資源再活用、経営資源融合、資源生産性革新等を円滑

化するための措置を雇用の安定等に配慮しつつ講ずるとともに、株式会社産

業革新機構を設立し特定事業活動の支援等に関する業務を行わせるための

措置、中小企業の活力の再生を支援するための措置及び事業再生を円滑化

するための措置を講じ、併せて事業活動における知的財産権の活用を促進す

ることにより、我が国の産業活力の再生を図るとともに、我が国産業が最近に

おける国際経済の構造的な変化に対応したものとなるための産業活動の革新

に寄与することを目的とする。 



② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

時々の経済状況により目標の達成が困難となる場合があるが、産活法の認

定を受けた計画は生産性の向上を全て達成することを目指す。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

認定事業者は、計画（３年以内）の終了時点において以下のいずれかの指

標について基準を達成するものとする。 

【事業再構築計画、経営資源再活用計画】 

 ROE≧2％ポイント（経営資源再活用計画では ROA） 

 有形固定資産回転率≧5％ 

 従業員一人当たり付加価値額≧6％ 

【経営資源融合計画】 

 修正 ROA≧3％ポイント 

 有形固定資産回転率≧10％ 

 従業員一人当たり付加価値額≧12％ 

【資源生産性革新計画】 

 エネルギー生産性：+4％（平成 23 年度以降に開始する計画は+6％） 

炭素生産性：+5％（平成 23 年度以降に開始する計画は+7％） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

産活法の認定を受けた企業の ROE、ROA 向上率は日本国全体の ROE、

ROA 向上率と比較した場合に高く、政策目的の達成に大きく寄与している。 

本措置は、債務超過であったり、利益が確保できていないなど、企業経営が

厳しい局面で利用されるケースが多いが、軽減額と同額の利益を確保するに

は軽減額の数十倍の売上増が必要なケースもあるなど、厳しい局面での本措

置の活用が企業経営に与える影響は相当程度大きく、目標達成への寄与度

も高い。 

8 有効性

等 

① 適用数等 適用数は僅少ではなく、全ての業種において利用できる制度であり、実績にお

いても幅広い業種で利用されている。 

 

本措置の過去 7 年間の活用実績は以下のとおり。 

〔本措置を利用した計画の認定件数〕   （単位：件） 

 

 

 

業種：19 業種 

中小企業者を申請者に含む計画数：20 計画（65％） 

※中小企業基本法に基づく中小企業者を申請者に含む計画数 

② 減収額 本措置の過去 7 年間の活用実績は以下のとおり。 

 

（単位：百万） 

 

 

   

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 合計

件数 10 13 2 3 1 3 2 34

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 合計

件数 93 182 8 419 8 5 104 819



 

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：創設時～平成 20 年度） 

産活法を創設した平成 11 年度以降、組織再編や事業再編が促進され我が

国の ROA 及び ROE は改善してきたが、平成 20 年度はリーマンショックに端を

発する世界的な景気低迷等により大幅に下落する結果となった。 

（法人企業統計調査（財務省）） 

①資産経常利益率（ROA）の実績 

【制度創設】平成 11 年度：2.1% → 平成 20 年度：2.5% 

②自己資本当期純利益率（ROE）の実績 

【制度創設】平成 11 年度：0.8% → 平成 20 年度：1.6% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成１

５年４月～平成２２年７月） 

平成２２年７月現在、約９割の認定計画が目標として設定した生産性向上の

基準を達成している。 

 

 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成１５年４月～平成２２年７月） 

本措置の活用計画では、事業の譲渡企業が民事再生中の案件や債務超

過の状況に陥っているなど、再生局面で行われる事業譲渡が９割以上であり、

仮に本措置が延長されなかった場合には、こうした再生局面における事業譲

渡が行われにくくなり、事業の継続やそれに伴う従業員の雇用の確保等が難

しくなることが想定される。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成１５年４月～平成

２２年７月） 

これまで本措置を活用した計画のうち、約９割の計画が目標として設定した

生産性向上の基準を達成しており、全体として税収の増大、雇用が確保され

ている。特に雇用維持効果のインパクトは大きく、本措置を契機とした事業譲

渡により本来であれば失われていた経営資源が有効されることで、数百名単

位の雇用が維持されたケースもあり、税収減額に比してその効果は高いと言

える。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

企業が行う行為には様々なものがあり得るが、本措置は、極めて限定した

抜本的な行為に着目し支援を講じている。これらの行為の重要性は、業種、企

業規模によらず等しいものであり、また、経済環境など様々な要因によりその

件数は変化しうるものであるために、補助金よりも税制支援が適している。 



② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

他の類似の制度は存在しない。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

事業の再編にかかるコスト軽減措置は地方税でも支援が必要。 

なお、本法律に基づく生産性向上支援は、国全体で一丸となって取り組む

べき課題であり、また、事業譲渡は地域経済に大きな影響を与える再生局面

の案件も多いことから、地方自治体にも協力を求めることが適当。 

10 有識者の見解 － 

 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 

 



 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

試験研究費の総額に関する税額控除制度の拡充 

2 要望の内容 試験研究費の総額に関する税額控除制度について、控除上限の 10％引上げ

等 

3 担当部局 厚生労働省医政局経済課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

・昭和 42 年度：増加型（増加試験研究費に関する税額控除制度）創設 

・昭和 60 年度：中小企業技術基盤強化税制創設 

・平成 5 年度：特別共同試験研究に関する税額控除制度創設 

・平成 15 年度：総額型（試験研究費の総額に関する税額控除制度）創設  

・平成 20 年度：高水準型（平均売上高の 10％を超える試験研究費に関する税

額控除制度）創設 

・平成 21 年度：（経済対策）総額型拡充 

6 適用又は延長期間 ・総額型（中小企業技術基盤強化税制、特別共同試験研究に関する税額控除

制度含む）：期限なし 

・増加型：平成 23 年度末まで 

・高水準型：平成 23 年度末まで 

・経済対策部分： 

①総額型控除上限 20％→30%については平成 22 年度末まで 

②繰越期間は最長平成 24 年度末まで 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

2020 年度までに官民合わせてＧＤＰ比 4％以上の研究開発投資を行うことで、

革新的医薬品・医療機器の国際的開発・提供体制へ我が国が参加していくと

ともに、日本で開発される革新的医薬品・医療機器の世界市場におけるシェア

が拡大されることを通じて、医薬品・医療機器産業を日本の成長牽引産業へ

導き、世界最高水準の医薬品・医療機器を国民に迅速に提供すること。 

《政策目的の根拠》 

「2020 年度までに、官民合わせた研究開発投資を GDP 比 4％以上にする。」 

（新成長戦略：平成 22 年 6 月 18 日閣議決定） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

(基本目標Ⅰ) 
安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 

(施策目標 9) 
新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等の振興を図
ること 

(施策目標 9－1) 
新医薬品・医療機器の開発を促進するとともに、医薬品産業等の振興を図

ること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率を、主要先進諸国の中で最高水準に維持

する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

民間研究開発投資の対ＧＤＰ比率の国際比較 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

我が国全体の研究開発投資の７割以上を占める企業の研究開発投資を押し

上げることにより、国全体の研究開発投資の対ＧＤＰ比率を高めることに大きく



寄与することが可能。 

8 有効性

等 

① 適用数等 ・利用実績 （うち、税法上の中小企業分） 

平成 19 年度  8,479 事業年度（5,747 事業年度） 

平成 20 年度  7,912 事業年度（4,657 事業年度） 

（出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」） 

（注）上記統計及び同統計における決算期間別の法人数から見て、研究開発

税制の利用企業数では、中小企業が 6 割を占めると推測される。なお、平成

18 年度以前の会社標本調査においては、事業年度に係るデータが表記され

ていない。 

② 減収額 ・減収額試算（化学工業） 

平成 15 年度：    248 億円 

平成 16 年度：   1,185 億円 

平成 17 年度：   1,176 億円 

平成 18 年度：   1,143 億円 

平成 19 年度：   1,135 億円 

平成 20 年度：   1,071 億円 

（出典：国税庁 会社標本調査結果「税務統計から見た法人企業の実態」） 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 15 年～平成 19 年） 

 

我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対 GDP 研究開発投資比率を

維持しているが、4％には届いていない。 

 

主要国の対ＧＤＰ研究開発投資比率 

（単位：％） 

  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 

日本 3.20 3.17 3.32 3.40 3.44 

中国 1.13 1.23 1.33 1.42 1.49 

韓国 2.63 2.85 2.98 3.22 3.47 

アメリカ 2.66 2.59 2.62 2.66 2.68 

イギリス 1.75 1.69 1.73 1.76 1.79 

カナダ 2.04 2.08 2.05 1.98 1.88 

ロシア 1.28 1.15 1.07 1.07 1.12 

フランス 2.17 2.15 2.10 2.10 2.08 

ドイツ 2.52 2.49 2.48 2.54 2.54 

イタリア 1.11 1.10 1.09 1.13 - 

出典：ＯＥＣＤ「Main Science and Technology Indicators 2009/01」  

 



《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 15

年～平成 19 年） 

 

我が国は、主要先進諸国の中で最高水準の対 GDP 民間研究開発投資比

率を維持している。 

 

主要国の対ＧＤＰ民間研究開発投資比率 

（単位：％） 

  2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 

日本 2.40 2.38 2.54 2.63 2.6
 

中国 
0.71 0.82 0.91 1.01 1.07 

韓国 2.00 2.18 2.29 2.49 2.65 

アメリカ 1.84 1.79 1.83 1.89 1.93 

イギリス 1.11 1.06 1.06 1.08 1.15 

カナダ 1.16 1.19 1.15 1.11 1.05 

ロシア 0.87 0.88 0.79 0.73 0.72 

フランス 1.36 1.36 1.30 1.32 1.31 

ドイツ 1.76 1.74 1.72 1.77 1.77 

イタリア 0.52 0.
2 0.5
 0.55 0.55 

出典：OECD「Main Science and Technology Indicators 2009/01」 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》 

現行の試験研究税制は、活用実績が高く、特に医薬品産業においては控除

限度額まで活用されるなどにより、試験研究費は年々増加してきており、医薬

品・医療機器産業の研究開発活動を有効に支援してきたといえる。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 16 年度～平成

21 年度） 

・医薬品の研究開発費の推移 

平成 16 年度：  8,485 億円 

平成 17 年度：  9,541 億円 

平成 18 年度： 10,497 億円 

平成 19 年度： 12,198 億円 

平成 20 年度： 14,136 億円 

平成 21 年度： 13,271 億円 

（出典：各社決算短信） 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

・ 我が国においては、 

 ①企業が実施する研究開発費は、国全体の研究開発費総額に占める割合

が高く（72.5%。 韓国に次いで 2 番目）、   

 ②企業が実施する研究開発費をほとんど企業自身の資金で賄い（98.5%）、 

 ③政府による企業への直接支援が少ない（0.9%、主要国中最低）。 

・ すなわち、我が国のイノベーションは、企業が牽引しており、かつ、企業が自

らの負担で推進していることから、企業の創意工夫ある自主的な研究開発

を促進することが、成長力・国際競争力強化の観点から極めて重要。 

・ 研究開発税制は、企業の法人税額負担を減少させることにより、創意工夫

あふれる自主的な研究開発投資を直接促すことが可能な措置であり、妥当

性があると言える。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

・ 予算上の措置（補助金）は、それぞれ国の政策に基づき助成等の対象者及

び研究テーマ等を設定することで、より特定された分野又は研究開発段階

における成果の獲得を目指す制度であり、民間活力による研究開発投資を



との役割

分担 

幅広く促進する制度である税制措置とは支援目的と対象が異なる。 

・ また、諸外国においても、民間研究開発投資に対し、予算・税制両面から積

極的な支援が行われている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

 

－ 

10 有識者の見解 － 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 

 



租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

グリーン投資減税 

2 要望の内容 （１）制度のコンセプト 
 エネルギーの環境への適合及びエネルギーの安定供給確保の実現のため
には、需要・供給両面において、エネルギー起源ＣＯ２排出削減や再生可能エ
ネルギー導入拡大に資する設備投資の加速化が不可欠である。このため、①
今後普及を加速化すべきものとして政策的に重点投資を促す設備等を明確に
提示するとともに、②投資意欲のある企業に対し、税額控除、特別償却の選択
適用を可能とすることにより、裾野の広い高効率な省エネ・低炭素設備投資の
加速化や、再生可能エネルギー利用設備を導入する新たな担い手の拡大を
促すことが必要。 
 新成長戦略の観点からも、特に成長・競争を促すべき最先端の機器・技術等
については、支援措置の深掘り・重点化が重要である。 
 こうした観点から、新たな投資促進税制を創設し、環境エネルギー産業・市
場の成長といった好循環を形成し、世界をリードする低炭素成長社会を実現
する。 
 
（２）対象者 
 青色申告書を提出する法人又は個人のうち、対象設備（エネルギー起源ＣＯ
２排出削減又は再生可能エネルギー導入拡大に資する設備）に対する投資を
実施した者 
 
（３）対象設備 
 エネルギー基本計画においては、産業、運輸、業務部門のそれぞれについ
てＣＯ２削減目標が示されている。本税制は、その目標達成を通じてエネルギ
ーの環境への適合を図るべく、部門ごとに対象設備を設定する。その際、各部
門に共通して、 
①個々の設備ごとに 
ⅰ）エネルギーの使用の合理化に著しく資すること、又は 
ⅱ）使用に際してのエネルギーの消費に係るＣＯ２排出量が著しく低いこと 
を要件とし、かつ、 
②当該設備を本税制措置の対象とすること 
により、相当程度の需要の増大が見込まれるため、エネルギー起源ＣＯ２排出
量の削減に相当程度寄与することが見込まれる設備に対象を重点化する。 
 また、再生可能エネルギーの導入拡大を図るため、上記とは別に再生可能
エネルギー利用設備を対象とする。 
 
（４）措置の内容 
政策目標等に基づき今後横断的に普及加速化を促す必要のあるものであっ
て、相当程度の効果（エネルギー起源ＣＯ２排出削減又は再生可能エネルギ
ー導入拡大）が見込まれる設備・機器を取得し、その後１年以内に事業の用を
供した場合に、次のいずれか一方を選択し、税制優遇を受けられるものとす
る。 
①普通償却に加えて、基準取得額の 40％相当額を限度として償却できる特別
償却 

②中小企業者に限り、基準取得価額の 7％相当額の税額控除。ただし、その
限度控除額がその事業年度の法人税額の 20％相当額を超える場合には、
その 20％相当額を限度とする。 

 
（５）措置期間 
 企業の設備投資においては意思決定までに長期間を要し、特に本税制の対
象設備に関しては、意思決定から導入までにさらに長期間を有することから、
投資効果を最大限に引き出すために税制措置期間を 3 年とする。 



3 担当部局 厚生労働省医政局指導課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成 23 年度（新設） 

6 適用又は延長期間 平成 23 年度～平成 25 年度（3 年間） 

7 必要性

等 

①  政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 近年、地球温暖化問題の解決に向けたエネルギー政策に関する内外からの
要請が急速に高まっている。また、新興国等におけるエネルギー需要の増大
により、エネルギーの安定供給の確保は、これまで以上に重要な課題となって
いる。さらに、エネルギー・環境分野に対する経済成長の牽引役としての期待
が高まっている。こうしたエネルギー政策を巡る内外の環境変化を踏まえ、エ
ネルギー基本計画及び新成長戦略では、以下の政策目標が掲げられている。 

○ エネルギー基本計画（平成 22 年 6 月） 

・エネルギー起源ＣＯ２は、2030年に 90年比▲30％程度もしくはそれ以上の削
減 

（産業部門）1990 年：487 百万トン→2030 年：350 百万トン（▲27％） 

（運輸部門）1990 年：217 百万トン→2030 年：154 百万トン（▲29％） 

（業務部門）1990 年：164 百万トン→2030 年：104 百万トン（▲37％） 

・一次エネルギー供給に占める再生可能エネルギーの割合について 2020年ま
でに 10％に達することを目指す。 

○ 新成長戦略（平成 22 年 6 月） 

（2020 年までの目標） 

・50 兆円超の環境関連新規市場 

・140 万人の環境分野の新規雇用 

・日本の民間ベースの技術を活かした世界の温室効果ガス削減量を 13 億トン
以上とすること（日本全体の総排出量に相当） 

 こうした政府レベルの目標に即し、①エネルギー基本計画の目標達成を通じ
たエネルギーの環境への適合、②エネルギーの使用合理化やエネルギー源
の多様化等のエネルギー需給構造改革を通じたエネルギー安定供給の確
保、③環境エネルギー産業・市場の成長を政策目的とする「グリーン投資減
税」を創設する。 

《政策目的の根拠》 

○エネルギー基本計画（平成 22 年 6 月閣議決定） 

○新成長戦略（平成 22 年 6 閣議決定） 

○非化石エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律（平成 21 年 7 月成

立） 

第 7 条「政府は、非化石エネルギーの開発及び導入を促進するために必要な

財政上、金融上及び税制上の措置を講ずるよう努めなければならない。」 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ  安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づく 

りを推進すること 

施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整備する 

こと 

施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供 



できる体制を整備すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

エネルギー起源ＣＯ２排出量削減効果： 

（産業部門）12.2 百万トン 

（運輸部門）1.1 百万トン 

（業務部門）2.8 百万トン 

再生可能エネルギー導入拡大効果：1.5 百万 kl（原油換算） 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

・エネルギー起源ＣＯ２排出量削減量 

・再生可能エネルギー導入量 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

＜平成 23 年度から平成 25 年度におけるエネルギー起源ＣＯ２排出削減効果

＞ 

（産業部門）12.2 百万トン 

※2030 年には 90 年比 27％のＣＯ２削減を目標としているところ、上記は 90 年

排出量の 2％に相当。 

（運輸部門）1.1 百万トン 

※2030 年には 90 年比 29％のＣＯ２削減を目標としているところ、上記は 90 年

排出量の 0.5％に相当。 

（業務部門）2.8 百万トン 

※2030 年には 90 年比 37％のＣＯ２削減を目標としているところ、上記は 90 年

排出量の 2％に相当。 

＜平成 23 年度から平成 25 年度における再生可能エネルギー導入見込み＞ 

1.5 百万 kl（原油換算） 

※08 年の再生可能エネルギー量の 1％に相当。 

8 有効性

等 

① 適用数等 適用事業者数（見込み） 
 平成 23 年度 のべ 67,000 社 
（経済産業省ヒアリング調査を基に推計） 
※業種、事業規模を問わず、幅広い事業者による適用が見込まれる。 

②  減収額 平成 23 年度 40,340 百万円（国税） 
 18,044 百万円（地方税） 

③ 効果ない

し達成目

標の実現

状況 

《政策目的の実現状況》 

今後普及を加速化すべきものとして政策的に重点投資を促す設備等を明確

に提示するとともに、投資意欲のある企業に対し、税額控除、特別償却の選択

適用を可能とすることにより、省エネ・低炭素設備に対する投資が加速化され

る。そうして省エネ・低炭素設備の普及が拡大することにより、エネルギー起源

ＣＯ２の削減、すなわちエネルギーの環境への適合に資する。 

また、省エネ設備の導入拡大によりエネルギーの使用合理化が進み、再生

可能エネルギー利用設備の導入拡大によりエネルギー源が多様化することか

ら、エネルギーの安定供給の確保に資する。 

さらに、省エネ・低炭素設備に対する投資が促進されることから、環境エネ

ルギー産業・市場の成長に資する。 



《租税特別措置等による達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 23 年度

～平成 25 年度） 

対象設備の普及拡大により、以下の目標を実現する。 

エネルギー起源ＣＯ２排出量削減効果： 

（産業部門）12.2 百万トン 

（運輸部門）1.1 百万トン 

（業務部門）2.8 百万トン 

再生可能エネルギー導入拡大効果：1.5 百万 kl（原油換算） 

※本税制措置が講じられたと仮定して平成 23 年から 25 年に導入されることが

見込まれる対象設備の台数と、設備当たりのＣＯ２削減効果（再生可能エネル

ギー導入効果）から試算。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年度～平成 25 年度） 

本税制が新設されなかった場合、対象設備の導入が進まないため、上記の

目標数値は、以下のように限定的となる見込み。 

エネルギー起源ＣＯ２排出量削減効果： 

（産業部門）2.0 百万トン 

（運輸部門）0.3 百万トン 

（業務部門）0.8 百万トン 

再生可能エネルギー導入拡大効果：0.3kl（原油換算） 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 23 年度～平成

25 年度） 

 上記のように、本税制により、省エネ・低炭素設備の普及が加速的に拡大す

ることにより、相当程度のＣＯ２排出削減効果及び再生可能エネルギー導入拡

大効果が見込まれる。これにより、①エネルギー基本計画の目標達成を通じ

たエネルギーの環境への適合、②エネルギーの使用合理化やエネルギー源

の多様化等のエネルギー需給構造改革を通じたエネルギー安定供給の確

保、③環境エネルギー産業・市場の成長という本税制の政策目的の実現に大

きく寄与することが見込まれるため、税収減を十分に是認できると考えられる。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

エネルギー基本計画においては、「本基本計画その他の法律等により政策

的支援の必要性・緊要性が位置づけられるものについては、規制・予算・税

制・金融措置などの政策を総動員し、最小の国民負担で最大の効果と全体最

適が確保されるポリシーミックスを構築していくことが重要である」とされてい

る。 

 本税制は、①個々の設備の性能要件を設け、エネルギーの使用の合理化に

著しく資する設備等に対象を絞り込むことに加え、②本税制措置の対象とする

ことにより、相当程度の需要の増大が見込まれるため、エネルギー起源ＣＯ２

排出量の削減に相当程度寄与することが見込まれる設備に対象を重点化す

ることとしている。このように、政策目的に照らして効果の高い設備に支援対象

を重点化し、必要最小限の国民負担で最大限の効果が得られるようにしてい

る。 

 また、予算上の措置は、本税制の対象設備と比して、より先端的な実証段階

にある設備の導入支援、並びに長期的な視点から重要な役割を担う技術開発

を推進するための措置とし、これに対して、本税制措置は、導入段階にありな

がらも初期費用の制約により十分に普及していない設備・システムについて導

入支援を行うこととしている。このようにポリシーミックスを構築し、重複のな

い、かつ、連続した施策手段を講じている。 



② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

■省エネ関連・新エネ関連の予算上の措置との関係  

 予算上の措置については、本税制の対象設備と比較して、①より先端的な

実証段階にある設備の導入支援、②長期的な視点から重要な役割を担う技

術開発や実証実験、等を推進するための措置として整理できる。  

 

（産業部門） 

○グリーン投資減税 

市場導入が進みつつあるものであって、相当程度の効果が見込まれ、その普

及を促進するもの。 

○エネルギー使用合理化支援事業者支援補助 

将来的に技術の普及性が見込まれる先端的な省エネ技術・設備の導入を支

援するもの。 

○省エネ財政投融資 

市場への導入が進みつつあるものであって、中小企業への導入支援の重点

化が必要なもの。 

○低炭素投資促進法（リース保険） 

市場への導入が進みつつあるものの、市場形成が不十分な設備について、広

く薄く支援することで、その普及を促進するもの。 

 

（新エネルギー部門） 

○グリーン投資減税 

キャッシュフローの改善による初期投資の軽減（特別償却）。初期投資コストの

低減により、導入対象の裾野を広げるとともに、補助金の動向次第では（下記

参照）、投資の前倒し・加速化を進めていく役割は今後高まっていくものと思わ

れる。 

○固定価格買取制度 

現在太陽光発電余剰買取に限定。現在検討中の全量固定価格買取制度につ

いては、事業期間全体での収入の押し上げによって、事業そのものの経済性

向上を図ることを目的とするもの（ランニングコストの軽減）。 

○新エネルギー等事業者支援補助金 

初期投資に係るイニシャルコストを軽減させる。上記全量固定価格買取制度

の施行に合わせて、対象の見直し等を検討中。 

 

■エコカー補助金・エコカー税制等自動車支援措置との関係  

補助制度は、裾野の広い自動車産業の活性化が景気の早期回復のためにも

不可欠との観点で、主に一般消費者を対象に、環境性能の良い新車の購入を

促進するものである。これに対して、本税制措置は、主に事業者への支援を企

図するものである。また、導入段階にありながらも十分に普及していない設備・

システムについて導入支援を行うものである。 

 

○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策事業（ＣＥＶ補助金） 

本格的に市場投入されるクリーンエネルギー自動車等の普及促進を図るも

の。 

○環境対応社普及促進対策費補助金（エコカー補助金） 

環境性能のよい新車の買い換え・購入を促進することにより、環境対策と景気

対策の実現を図るもの。 

○自動車重量税・自動車取得税の時限的減免（エコカー減税） 

自動車需要の急激な落ち込み等の景気動向を踏まえた内需振興と環境対策

を図ることを目的に、３年間の時限措置をして実施するもの。 



○自動車税グリーン税制 

ユーザーの低公害車取得意欲及び企業の開発意欲双方を刺激し、環境性能

に優れた自動車の加速度的な普及を図るもの。 

○燃料供給設備に係る固定資産税の特例措置 

低公害車の普及促進を図るうえで、燃料供給設備の整備が必要不可欠なた

め、設置者の維持費用の軽減を図るもの。 

○財投貸付（NOx･PM 法関連） 

中小企業等に対して、低利融資による経済的支援を行うことにより、低公害車

の普及促進を図るもの。 

 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

エネルギーの環境への適合及びエネルギーの安定供給確保の実現のために

は、エネルギー起源ＣＯ２排出削減や再生可能エネルギー導入拡大に資する

設備が全国に広く加速的に普及していくことが必要であり、そのためには、そう

した設備の導入を後押しする地方公共団体の協力が不可欠である。 

10 有識者の見解 ○平成 22 年 2 月 9 日総合資源エネルギー調査会総合部会・第 1 回基本計画

委員会 

柏木 孝夫（国立大学法人東京工業大学 統合研究院 教授） 

「化石から非化石への流れだと、どうしても今の再生可能エネルギーの急激な

普及ということで、現政権の一丁目一番地が環境で、環境と経済の両立といっ

ていますから、そのためには新しい産業創成ということになるので、その辺に

特化した、選択と集中ができるような税制を含めた対応をやっていかないと

 

、

環境は進んでいいけれども、あるいは経済がおかしくなるということがないよう

な基本計画でなければいけないと思います。」 

○「平成 21 年度エネルギー環境総合戦略調査等 エネルギー需給構造改革

に視する投資促進税制の効果検証」でのヒアリング結果 

ゼロ・エミッション・ビル（需要家側（業界団体）） 

 既築ビルの改修により、エネルギー効率はおおよそ 15～20%改善する。 

 現行のエネ革税制の 6 設備同時更新制約を緩和して、アラカルト方式を

認めていただきたい。 

 まず、現行のエネ革税制の 6 設備同時更新制約を緩和することが重要。

完全なアラカルト方式は無理でも、例えば省エネ効果の大きい空調設

備、あるいは（比較的設備単価が安いため）即効性のある照明等だけで

も個別の利用が可能となることが重要。 

 

ゼロ・エミッション・ビル（供給側（企業）） 

 新築ビルと既築ビルにおいて省エネ等の企画持ち上がるプロセスは全く

異なる。新築はゼネコン／サブコン発であるが、既築はエンドユーザーあ

るいはエンドユーザーに営業する ESCO 事業者発である。 

 （ユーザーの）税務関係部署（経理、財務）と設備管理関係部署（総務）の

距離感が遠いことがネックになっている。 

 大規模ビル（大企業）は税額控除を利用出来ないので、魅力が弱い。 

 BEMS 関連設備一式を一度に全部更新することはむしろ稀であり、認証

基準が厳しい。先ずは中央監視盤、続いてローカルのモニタリング機器と

いう流れでの設備更新が主流。個別機器の入替で、一定の省エネ効果も



見込まれる。必ずしも一式全部更新する訳ではない。 

 不動産会社の総務部等は、設備に関する知識は深くなく、税制にも通じ

ていない。設備投資判断に際して、社内（例えば経理部署）への説明がコ

スト高と感じ、エネ革税制を活用した投資を諦めてしまう場合もある。 

 

中小企業診断士 

（企業における設備投資の考え方） 

 設備投資の検討段階では、まず、資金調達が可能かどうかについて金融

機関と話をすることが先決と考えている企業が多く、最初から税制優遇制

度を考慮に入れて設備投資を検討し始める企業はそれほど多くない。 

 設備投資の意思決定がなされるプロセスとして、まずは課長や工場長等

の起案があった上で投資採算の試算を行い、回収可能かどうかを判断し

て決定することが一般的。 

（税額控除や特別償却の意義、投資促進税制の利便性） 

 補助金は、申請時の手間を要したり、使い道が縛られることが多い。補助

金の欠点を嫌って税制優遇制度を選択することも十分にあり得る。 

 補助金は使途が限定され、往々にして手続きが面倒である。税額控除に

は黒字であるという条件が付くが、補助金と税額控除を比較した上で税

額控除を選択することは十分にあり得る。 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

― 

 

 

  



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 
サービス付き高齢者住宅(仮称)供給促進税制 

2 要望の内容 ＜現行制度の概要＞ 
高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号。以

下「高齢者住まい法」という。）第 41 条第 1 項の規定による地方公共
団体の補助を受けて、新築された同法第 34 条に規定する高齢者向け
優良賃貸住宅を取得し、又は高齢者向け優良賃貸住宅を新築して、こ
れを賃貸の用に供した場合には、５年間 2.0 割増（耐用年数 35 年以
上のものについては 2.8 割増）で償却することができる。 
 また、生活支援施設付き高齢者向け優良住宅の場合は、５年間 4.0
割増(耐用年数 35 年以上のものについては 5.5 割増)で償却すること
ができる。 
 
＜要望内容＞ 
・上記制度の対象を改正予定の高齢者住まい法に規定するサービス付

き高齢者住宅(仮称)とする。 
・併せて適用要件の拡充を行う。 

①  床面積の要件を 35 ㎡から 30 ㎡に引き下げる。  
② 床面積の要件に、共同住宅にあっては、各独立部分に係る廊下、

階段その他その共用に供されるべき部分の床面積を、各独立部
分の床面積の割合により配分して算入する。 

③ 補助受給要件を廃止し、代わってバリアフリー構造等の基
準を設ける。 

 

3 担当部局 老健局高齢者支援課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成 13 年度 創設 
平成 15 年度 延長・縮減 
平成 17 年度 延長 
平成 19 年度 延長・縮減 
平成 21 年度 延長・拡充 

6 適用又は延長期間 平成 25 年 3 月 31 日まで 2 年間 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

我が国の住宅ストックのうち、高齢者が安心し自立して暮らせるバ
リアフリー化された住宅は極めて限られているなど、高齢者に適した
住まいが不足していることから、バリアフリー化された居住空間で医
療・介護等のサービスが受けることができる高齢者住宅の整備促進を
図る。 
《政策目的に係る達成目標》 

2020年を目途に、高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合を欧
米並み（3～5％）とする。 

※各国における高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合 

日本 0.9％(2005)、デンマーク 8.1％(2006)、スウェーデン 2.3％
(2005)、イギリス 8.0％(2001)、アメリカ 2.2％(2000) 

《政策目的の根拠》 
新成長戦略（平成 22 年６月閣議決定）において、「民間事業者等に

よる高齢者向けのバリアフリー化された賃貸住宅の供給促進等に重
点的に取り組む」こと、地域活性化戦略として、「急増する高齢者向



けの生活支援サービス、医療・福祉サービスと一体となった住宅の供
給を拡大する」ことが挙げられている。 

国土交通省成長戦略(平成 22 年５月 17 日公表)において、「医療・
介護などのサービスと一体となった住宅の供給を促進するため、民間
事業者等によるサービス付き高齢者賃貸住宅の法律上の位置づけを
明確化し、その供給支援や適切な運営の確保を図る」ことが位置づけ
られている。 

また、住生活基本計画（平成 18 年９月 19 日閣議決定）において、
基本的施策として、「住宅のバリアフリー化や見守り支援等のハー
ド・ソフト両面の取組を促進するとともに、高齢者、障害者等に配慮
した賃貸住宅の供給・・・を推進する」ことが挙げられている。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅸ 

 高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる社

会づくりを推進すること 

施策大目標３ 

 高齢者の健康づくり、生きがいづくりを推進するとともに、介護保

険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支援を

図ること。 

施策中目標２ 

 介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介

護サービス基盤の整備を図ること。 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 
2020 年を目途に、高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合を 
欧米並み（3～5％）とする。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 
高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 
サービス付き高齢者住宅（仮称）の供給を促進し、高齢者人口に対

する高齢者向けの住まいの割合を 2020 年を目途に欧米並み（3～5％）
とすることで、バリアフリー化された居住空間で医療・介護等のサー
ビスを受けることができる高齢者向け住宅の計画的な整備促進が図
られる。 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成 19 年度：35 戸 
平成 20 年度：162 戸 
平成 21 年度：50 戸 
(国土交通省アンケートにより算出) 

 将来の推計としては、達成目標を実現するために供給されるべきサ
ービス付き高齢者住宅(仮称)を毎年 2 万 5 千戸とした場合、本租税特
別措置の対象となりうる民間法人による供給割合等を考慮すると、適
用件数は約 3000 戸程度と見込まれる。 

② 減収額 平成 19 年度：１百万円 
平成 20 年度：６百万円 
平成 21 年度：１百万円 
(国土交通省アンケートにより算出) 
将来の推計としては、達成目標を実現するために供給されるべきサ

ービス付き高齢者住宅(仮称)を毎年 2 万 5 千戸とした場合、本租税特
別措置の対象となりうる民間法人による供給割合等を考慮すると、減
収額は平年度 111 百万円と見込まれる。 

  効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 19 年度～平成 22 年度） 

現在、高齢者が居住する住宅のバリアフリー化率は、9.5％にとど
まっているなど、高齢者の暮らしに適した良好な住宅ストックは絶対
的に不足している状況にある。 

本租税特別措置等により、サービス付き高齢者住宅(仮称)の供給を



促進し、高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合を欧米並み（3
～5％）とすることで、バリアフリー化された居住空間で医療・介護
等のサービスを受けることができる高齢者住宅の整備促進を図るこ
とができる。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成
19 年度～平成 24 年度）本租税特別措置は、平成 13 年に、高齢者向け優
良賃貸住宅に係る認定制度と同時に施行され、平成 22 年 3 月末には
認定件数にして 39,034 件の供給に寄与し、高齢者が居住する住宅の
バリアフリー化率は、一定のバリアフリー化で 29％(H15)から 37％
(H20)、高度のバリアフリー化で 6.7％(H15)から 9.5％(H20)となって
おり、向上している。 

なお、平成 21 年度においては高齢者が居住する住宅のバリアフリ
ー化率を達成目標としていたが、安心して暮らすことができる住まい
を確保するためには、バリアフリー化によるハードの質的向上のみな
らす、介護等のサービスが受けられる住宅の絶対量の確保が重要であ
ることから、国土交通省の成長戦略において 2020 年を目処に高齢者
人口に対する高齢者向け住まいの割合を欧米並みの３～５％に引き
上げることを目標とすることとし、これに合わせ、達成目標を変更し
た。 
《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析
対象期間：平成 23 年度～平成 24 年度） 
 租税特別措置が拡充・延長されなかった場合、サービス付き高齢者
住宅(仮称)の供給に向けた投資意欲が弱まる等により、高齢者に適し
た住まいの確保が困難になる。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 19 年度～平成
24 年度） 
今後急増する単身高齢者や要介護高齢者（※）に適した住まいを確

保することが喫緊の課題であり、税制特例の誘因措置を通じて、事業
者により供給される物件を、医療・介護などのサービスと一体となっ
た高齢者向けの良質な住宅に誘導する必要がある。 

※参考 
単身高齢者は約1.5 倍(2005年→2015年) 
要介護高齢者は約1.7 倍(2005年→2025年)  
要支援１及び２、要介護１の高齢者は平成 12 年と平成 19 年を比
較すると約 2.3 倍に増加 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

  
割増償却は、減価償却の前倒しによる事業初期の資金繰り支援を図

るものであり、事業者が支払うべき納税額について変動を与えるもの
ではないことから、政策目的達成手段として、的確かつ必要最小限で
ある。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 
専用部分の整備に対する支援措置は本特例のみである。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

 租税特別措置の拡充・延長により、民間活力を利用した高齢者向け
の住宅の供給に更なる供給が促進されることとなり、各地方公共団体
における高齢者の居住の安定の確保寄与することとなる。 

10 有識者の見解 － 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置 

2 要望の内容 持分のある医療法人のうち、期限（最長３年間）を定めて持分のない

医療法人への移行を進める医療法人について、以下の特例措置を創設す

る。 

（１）移行期間中に出資者の死亡に伴い相続人に発生する出資持分に

係る相続税の納税を移行期間内は猶予するとともに、移行期間内に、

相続人を含めた出資者が出資持分を放棄し、一定の要件(相続税法第 66

条第４項の相続税等の負担の不当減少についての判定要件と同様の要

件とする｡以下同じ｡)を満たす持分のない医療法人に移行した場合は

猶予税額を免除する。 

ただし、移行期間内に一定の要件を満たす持分のない医療法人に移

行しなかったなどの場合は、相続人は、猶予税額及び利子税（年 3.6％）

を納付しなければならないこととする。 

 

（２）相続人等が出資持分の一部の払戻しと残りの出資持分の放棄等

をした場合に残存出資者に発生するみなし贈与の課税の納税を移行期

間内は猶予するとともに、移行期間内に、残存出資者が出資持分を放

棄し、一定の要件を満たす持分のない医療法人に移行した場合は猶予

税額を免除する。 

ただし、移行期間内に一定の要件を満たす持分のない医療法人に移

行しなかったなどの場合は、残存出資者は、猶予税額及び利子税(年

3.6％)を納付しなければならないこととする｡ 

 

 併せて、持分のない医療法人への移行を進める出資額限度法人(※)に

ついて、移行期間中に、出資者や相続人への持分払戻しが行われた場合、

残存出資者に係るみなし贈与の課税の問題について、下記の取扱いとす

る。 

（課税判定時期等について） 

残存出資者に対して、みなし贈与の課税を課すか否かの判定につい

ては、みなし贈与の時を基準として、移行期間内の事実関係をも勘案

して行うものとし、移行期間中に持分のない医療法人に移行した場合

は、残存出資者に対するみなし贈与の課税とはしない等の取扱いとす

る。 

 ※ 出資額限度法人とは、持分のある社団医療法人であって、その

定款において、社員の退社時における出資持分払戻請求権や解散

時における残余財産分配請求権の法人の財産に及ぶ範囲につい

て、払込出資額を限度とすることを明らかにするもの。 

 



3 担当部局 厚生労働省医政局指導課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

新規 

 

6 適用又は延長期間 ３年間 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

持分のある医療法人が、出資者の死亡、相続人等による出資持分の一

部の払戻しと残りの出資持分の放棄等があっても、医業の継続に支障を

きたすことなく、地域住民への医療提供を続けるとともに、円滑に持分

のない医療法人に移行できるようにすることにより、地域住民に対して

医療を安定的に提供する。 

 

《政策目的の根拠》 

 医療法人が医業を継続し地域住民に対して医療を安定的に提供できるよう、

平成 18年に医療法を改正し、平成 19年 4月以降は持分のある医療法人の設

立を禁止し、持分のない医療法人が中心であることを法律体系の中に位置付

け。 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ  安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づく 

りを推進すること 

施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整備する 

こと 

施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供 

できる体制を整備すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

持分のある医療法人が、出資者の死亡、相続人等による出資持分の一

部の払戻しと残りの出資持分の放棄等があっても、医業の継続に支障を

きたすことなく地域住民への医療提供を続けるとともに、円滑に持分の

ない医療法人に移行できるようにすることにより、地域住民に対して医

療を安定的に提供する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

持分のある医療法人から持分のない医療法人への移行数 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

アンケート結果(※)によると、病院を経営する持分のある医療法人の

47.1％、診療所を経営する持分あり医療法人の 12.2％が、本要望措置を

活用し、持分のない医療法人への移行を具体的に検討する意向がある。 

持分のある医療法人から持分のない医療法人への移行には、すべての

出資者の出資持分の放棄が必要。本要望措置においては、出資者も含め、

法人全体で、持分のない医療法人への移行を検討する体制を確保するこ

とを要件としており、本要望措置を適用した医療法人では、持分のない

医療法人への移行が実現するものと考えられる。 

※医療法人の現状と課題に関するアンケート調査(平成 22 年 6 月 日本医師

会・四病院団体実施)速報値(今後、数値は変更されることがある)。以下「アン



ケート結果」という場合は同じ。 

8 有効性

等 

① 適用数等 アンケート結果等から推計すると、本要望措置により、持分のある医

療法人のうち約 300 法人が持分のない医療法人への移行を検討し、当該

300 法人のうち、持分のない医療法人への移行期間中に出資者の死亡によ

る相続が発生すると推定される年間 11法人が本要望措置の適用を受ける

見込み。 

② 減収額 平年度 174 百万円 

 病院を経営する医療法人   年間 8 法人×20,055 千円≒160 百万円 

 診療所を経営する医療法人  年間 3 法人× 4,618 千円≒ 14 百万円 

                       計     174 百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 23 年～平成 25 年） 

 

平成 21年度における持分のある医療法人から持分のない医療法人への

移行数は 31 法人にとどまっていることから、医業の継続性を確保するた

め、持分のある医療法人から持分のない医療法人への移行を進める必要

がある。 

持分のある医療法人から持分のない医療法人への移行には、すべての

出資者の出資持分の放棄が必要。本要望措置においては、出資者も含め、

法人全体で、持分のない医療法人への移行を検討する体制を確保するこ

とを要件としており、本要望措置を要望した医療法人では、持分のない

医療法人への移行が実現するものと考えられる。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 23

年～平成 25 年） 

 

アンケート結果等から推計すると、本要望措置により、持分のある医療法人

のうち年間 100 法人程度が持分のない医療法人へ移行し、地域住民に対して

医療を安定的に提供できる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年～平成 25 年） 

 

 持分のある医療法人において持分のない医療法人への移行を検討している

途中において、出資者の一人が死亡すると、相続人は相続税を契機として出

資持分の払戻し請求することが考えられ医業の継続に支障をきたすおそれが

ある。他方、相続人が相続税を納付した場合は、相続人は出資持分を放棄す

る可能性が大きく減少し、持分のない医療法人への移行が進まないことにな

る。 

 また、相続人等が出資持分の一部の払戻しと残りの出資持分の放棄等によ

り残存出資者にみなし贈与の課税が発生するが、残存出資者がみなし贈与の

課税を契機として出資持分の払戻しを請求したときは、医業の継続に支障をき

たすおそれがある。他方、残存出資者がみなし贈与の課税を納付した場合

は、残存出資者が出資持分を放棄する可能性は大きく減少し、持分のない医

療法人への移行が進まないことになる。 

 



《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 23 年～平成 25

年） 

 

アンケート結果等から推計すると、本要望措置により、持分のある医療法人

のうち年間 100 法人程度が持分のない医療法人へ移行し、地域医療の継続

が図られるものであり、多くの地域住民に効果が及ぶ。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本要望措置は、地域医療の継続を図るものであり、多くの地域住民に効果

が及ぶ。また、本要望措置は、最終的に出資持分の放棄により、持分のない

医療法人への移行を図るものであり、税負担の軽減が個人の受益につながる

ものではなく妥当である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

医療施設の施設・設備の整備、医療施設の運営等に対し助成等を行っ
ているが、持分のある医療法人から持分のない医療法人への移行を促進
するための補助金はない（重複なし）。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 順天堂大学の田城孝雄准教授より、地域医療の永続性の確保のため、持

分のない医療法人への移行が増えるような措置を講じるべきであるとのご意

見をいただいたところである。 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

医療安全に資する医療機器等の導入に係る特別償却制度の適用期限の延

長 

 

2 要望の内容 医療保健業を営む個人又は法人が、医療安全に資する医療機器等を取得し

た場合に、取得価格の 20％の特別償却を認める特別措置の適用期限を２年

間延長する要望を行うもの。 

○既存対象医療機器等 

人工呼吸器、シリンジポンプ、生体情報モニタ、生体情報モニタ連動ナース

コール制御機、自動錠剤分包機、注射薬自動払出機、医療情報読取照合

装置、調剤誤認防止装置、分娩監視装置、特殊寝台 

（租税特別措置法第 12 条の２第１項第２号、第 45 条の２第１項第２号、第 68

条の 29 第１項第２号、厚生労働省告示第 248 号） 

 

3 担当部局 厚生労働省医政局総務課医療安全推進室 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成 15 年度税制改正要望により創設、平成 17 年度、平成 19 年度及

び平成 21 年度に２年毎の適用期限の延長を行った。 

 

 

○平成 15 年度税制改正要望 

「医療安全に資する医療機器等の導入に伴う税制優遇措置の創設」 

対象機器等：人工呼吸器、輸液ポンプ、シリンジポンプ、生体情報モニタ、自動

錠剤分包機、注射薬自動払出機、医療情報読取照合装置、特殊寝台 

 

○平成 17 年度税制改正要望 

「医療安全に資する医療機器等の導入に伴う税制優遇措置の延長・拡充」 

延長：２年間 

拡充：新規追加医療機器等は、分娩監視装置、生体情報モニタ連動ナースコ

ール制御機、調剤誤認防止装置（輸液ポンプを除外） 

 

○平成 19 年度税制改正要望 

「医療安全に資する医療機器等の導入に伴う税制優遇措置の延長・拡充」 

延長：２年間 

拡充：未成立（輸液ポンプ） 

 

○平成 21 年度税制改正要望 

「医療安全に資する医療機器等の導入に係る税制優遇措置の延長・拡充」 

延長：２年間 

6 適用又は延長期間 平成 23 年４月１日から平成 25 年３月 31 日 

（別添） 



7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

ヒューマンエラーの防止に配慮した医療安全に資する医療機器等の購入を

促進することで、医療事故を防止し、もって安心かつ質の高い医療サービスの

提供を図る。 

《政策目的の根拠》 

医療法（昭和 23 年法律第 205号）において、「国並びに都道府県、保健所を

設置する市及び特別区（以下、「都道府県等」）は、医療の安全に関する情報

の提供、研修の実施、意識の啓発その他の医療の安全の確保に関し必要な

措置を講じるよう努める」こととされており、平成 18 年の医療法改正により、全

ての医療機関に医療安全管理体制が義務付けられたところ。 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標 Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進

すること 

施策大目標３ 利用者視点に立った、効率的で安心かつ質の高い医療サービ

スの提供を促進すること 

施策中目標２ 総合的な医療安全確保対策の推進を図ること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

ヒューマンエラーの防止に配慮した医療安全に資する機器等の購入を促進

することで、医療事故を防止し、もって安心かつ質の高い医療サービスの提供

を図る。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

医療安全に資する医療機器等の国内販売台数 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

 ヒューマンエラーの防止に配慮した医療安全に資する機器等の購入を促進

することで、医療現場においてそれらの機器が普及し、ヒューマンエラーを防止

又は万一ヒューマンエラーが起きた場合にも事故につながりにくい環

境が整うことで、安心かつ質の高い医療サービスが提供できる。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 本制度の適用者を全数把握することは困難であるが、本制度の対象

機器等を販売する販売会社及び「薬事工業動態調査（厚生労働省医政

局総務課）」の国内販売額より推計した結果、本制度の租税特別措置の

対象となる医療安全に資する医療機器等の国内販売台数は以下のとおり。 

 

 

対象医療機器等 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

（見込み） 

平成 22 年度 

（見込み） 

人工呼吸器 5,501  5,466  5,473  5,459  

シリンジポンプ 16,925  15,952  20,611  22,745  

生体情報モニタ 7,610  8,309  9,067  9,897  

生体情報モニタ連動ナ

ースコール制御機 
190  406  273  314  

自動錠剤分包機 617  480  1,071  1,411  

注射薬自動払出機 28  3  62  92  

医療情報読取照合装置 6,000  6,500  6,300  6,456  

調剤誤認防止装置 901  707  1,707  2,350  

分娩監視装置 1,144  1,106 1,062  1,096  



特殊寝台 141,282  132,573  161,893  161,893  

 （注）販売実績は、シリンジポンプ及び分娩監視装置は薬事工業生産動態調

査および販売会社の国内販売台数より、自動錠剤分包機、注射薬自動払出

機、医療情報読取照合装置、調剤誤認防止装置、特殊寝台は対象機器販売

会社の調査より、それら以外はすべて薬事工業生産動態調査より推計。 

② 減収額 平成 18 年 1,525 （百万円） 

平成 19 年 1,262 （百万円）  

平成 20 年 1,311 （百万円）  

平成 21 年 1,461（百万円） （見込み） 

平成 22 年 1,661 （百万円） （見込み）   ※別紙参照 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 19 年度～平成 21 年度） 

ヒューマンエラーの防止に配慮した医療安全に資する機器等の購入を促進

したことにより、医療現場においてそれらの機器が普及し、ヒューマンエラーを

防止又は万一ヒューマンエラーが起きた場合にも事故につながりにくい環境が

整うことで、安心かつ質の高い医療サービスが提供できている。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 19

年度～平成 21 年度） 

本制度の対象医療機器等に関する目標設定は、各対象医療機器等におけ

る望ましい普及目標台数の 80％を普及させることであり、平成 21 年度におけ

る本制度の延長を要望する際、平成 22年度末の各対象医療機器等の目標普

及割合は概ね４～５割を目標としたところ。現時点における普及台数及び達成

率は以下のとおり。 

この指標より、人工呼吸機、医療情報読取照合装置及び分娩監視装置を

除く全ての対象医療機器等においては、平成 20 年に推計した普及率よりも本

年度に推計した普及率が上回っていることから、実際に医療機関における当

該医療機器が普及していること、それ相当の需要が見込まれること、本制度を

利用した医療機器の普及効果や有効性が確認できるとともに、引き続き、普

及目標 80％の達成に向けて、本制度の延長の意義が評価できる。 

また、医療事故の再発防止を目的として、平成 16 年より（財）日本医療機能

評価機構において、医療機関自らが分析・検討をした情報を収集・分析し、情

報提供を行うとともに、医療機関からの相談に応じて必要な助言・支援を行う

医療事故情報収集等事業が行われており、本事業へ報告がなされた事故概

要の内訳は、平成 19 年の年報によると、医療用具等に関連した事故は約

10.4％、薬剤に関連した事故は約 6.2％であるが、平成 20 年の年報によると、

療医療用具等に関連した事故は約 10.0％、薬剤に関連した事故は約 5.5％と

なっており、医療安全に資する医療機器等に起因する事故発生率は微減して

いるところ。 

以上のことから、本制度によって、ヒューマンエラーの防止に配慮した医療

安全に資する機器等の購入が促進され、医療現場においてそれらの機器が

普及し、ヒューマンエラーを防止又は万一ヒューマンエラーが起きた場合にも

事故につながりにくい環境が推進されていると評価できる。 

 

H20 年度に推計した 

税制優遇対象施設の H22

年度の普及及び実績 

税制優遇対象施設の

H22 年度普及び実績

（見込み） 

H22 年度

に推計す

る望まし

い最終的

な普及目

標（台） 

税制優遇

対象施設

での H15～

22 年度の

H20 年度に

推計した望ま

しい最終的な

普及目標に

税制優遇

対象施設

での H15～

22 年度販

望ましい

最終的

な普及

目標に



販売台数

総計 

対する普及

率（％） 

売台数総

計（見込

み） 

対する

普及率

（％） 

人工呼吸器 32,938  13.3  32,858  11.7  280,436 

シリンジポンプ 85,680  34.6  97,960  34.9  280,436 

生体情報モニタ 36,810  14.9  43,430  15.5  280,436 

生体情報モニタ連動ナ

ースコール制御機 
400  6.1  1,007  15.8  6,387 

自動錠剤分包機 3,848  29.1  4,623  35.4  13,062 

注射薬自動払出機 107  1.6  185  2.8  6,531 

医療情報読取照合装置 24,032  24.2  29,442  11.6  253,803 

調剤誤認防止装置 5,034  38.1  6,715  51.4  13,062 

分娩監視装置 5,417  47.4  5,217  39.7  13,133 

特殊寝台 333,795  48.6  751,133  100.3  748,828 

注１）販売実績は、シリンジポンプ及び分娩監視装置は薬事工業生産動態調

査および販売会社の国内販売台数より、自動錠剤分包機、注射薬自動払出

機、医療情報読取照合装置、調剤誤認防止装置、特殊寝台は対象機器販売

会社の調査より、それら以外はすべて薬事工業生産動態調査より推計。 

 

  

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 19 年度～平成 21 年度） 

 医療機関の経営に多大な影響が生じることから、医療安全に資する機器等

の購入が困難になり、医療安全の質が低下し、安心かつ質の高い医療サービ

スの提供が困難となる。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 19 年度～平成

21 年度） 

医療の安全の確保に関し必要な措置を講ずることは、医療法に明記された

国及び地方公共団体の責務であり、医療の安全の確保は医療政策における

最も需要な課題の一つである。本制度によって、医療機器等に起因した医療

事故等を一定程度防止することが可能であることから、本制度によって医療機

関等の医療安全に資する医療機器等の購入に係る経費負担を軽減すること

は効果的である。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

ヒューマンエラーの防止に配慮した医療機器等は割高であり高価
であるため、医療機関におけるそれらの導入を促進するためには、そ
の経費負担を軽減することが効果的である。 

また、上記の政策目標を達成するには、一定の基準を満たす主体に
対し、公平・中立に投資促進等のインセンティブを講ずることが適当
であることから、個別具体的な事情も考慮しつつ所管省庁が交付決定
を行う補助金ではなく、税制により措置することが適当である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

平成 16 年より、（財）日本医療機能評価機構においては、医療法施
行規則により報告が義務づけられた医療機関及び任意で参加してい
る医療機関から医療事故情報等を収集・分析し、情報提供を行うとと
もに、医療機関からの相談に応じる医療事故情報収集等事業を実施し
ているところ。 

また、平成 13 年より、医療安全管理者等を対象とした、医療安全
ワークショップを開催し、医療安全に関する先駆的な取組や他分野の
安全対策について教授するとともに、事例を用いて安全対策に関する
討議・検討を行っているところ。 

さらに、平成 18 年度診療報酬改定において、医療安全対策加算の



措置がなされ、急性期医療の高度化・複雑化に対応できる医療安全管
理対策が評価されているところ。 

これら予算上の措置等は、医療従事者の教育や医療安全体制の強化
を図り、安心で質の高い医療サービスの提供を目的としているが、本
税制措置は、ヒューマンエラーが起きにくい又はヒューマンエラーが
起きた場合にも事故につながりにくい安全対策がとられた医療機器
等の導入を促進し、上記支援策だけでは防ぎ得ない医療現場において
一定程度の割合で起こるヒューマンエラーの減少を目的としもので
ある。 

なお、本年、医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格５００万
円以上の医療機器等（ただし、高度な医療の提供に資するもの又は承
認を受けてから２年以内のものに限る。）を取得した場合に、取得価
格の１４％の特別償却を認める特例措置について、その適用期限を２
年間延長要望しているところであるが、医療安全に資する医療機器等
は、必ずしも、500 万円以上であるわけではない。また、高額医療機
器等を対象とした特別償却制度における対象高額医療機器の導入だ
けでは、ヒューマンエラーの防止に資するとは言い難く、医療安全に
資する政策目的は達成されない。 

以上から、これらの医療の質の向上という観点を重視した医療安全
確保対策を総合的に推進することで医療の安全の確保を図り、もって
効率的で安心かつ質の高い医療サービスが提供できるといえる。 

 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 平成 13 年５月、厚生労働省に設置された「医療安全対策検討会議」におい

て、医療機器の構造や操作性がヒューマンエラーにつながる大きな原因の一

つであることが指摘されており、平成 17 年６月には、安全な医療の提供と、患

者、国民から信頼される医療の実現を目指していくため、早急に対応すべき課

題と施策として、今後の医療安全対策について「医療の質と安全性の向上」が

掲げられたところ。 

さらに、平成 19 年３月には、本会議における集中治療室（ICU）における安

全管理指針検討作業部会において、「集中治療室における安全管理指針」が

策定され、医療の安全を確保するため生体情報監視装置やシリンジポンプな

どの医療安全に資する機器の整備について提言されたところ。 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

医療用機器に係る特別償却制度の適用期限の延長 

2 要望の内容 医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格５００万円以上の医療
用機器（高度な医療の提供に資するもの又は承認等を受けてから２年
以内のもの）を取得した場合に、取得価格の１４％の特別償却が現行
認められているが、この制度を平成２３年度以降も延長すること。 

（租税特別措置法第１２条の２第１項第１号、第４５条の２第１項第

１号、第６８条の２９第１項第１号） 

 

3 担当部局 厚生労働省医政局総務課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和５４年創設以降償却率・取得価格を見直しながら２年毎の延長。 
 

年度 償却率 取得価格の下限 

昭和５４年（創設） 25% 800 千円 

昭和５６年 20% 1,100 千円 

昭和５８年 18% 1,400 千円 

昭和６０年 16% 同上 千円 

昭和６２年 同上 1,600 千円 

平成元年 15% 同上 千円 

平成３年 同上 1,800 千円 

平成４年 同上 2,000 千円 

平成５年 同上 2,200 千円 

平成６年 14% 同上 千円 

平成７年 12% 2,400 千円 

平成９年 14% 4,000 千円 

平成１１年 同上 同上 千円 

平成１３年 同上 同上 千円 

平成１５年 同上 5,000 千円 

平成１７年 同上 同上 千円 

平成１９年 同上 同上 千円 

平成２１年 ※ 同上 同上 千円 

 
※平成２１年延長においては、対象とする医療機器等を、高度な医療
の提供に資するもの又は承認等を受けてから２年以内のものに限定。 

 

 

 

 

（別添） 



6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

医学医術の進歩に即応した近代的な医療用機器を広く普及し、医療用
機器の整備促進を図ることにより、良質な医療を提供する。 
 

《政策目的の根拠》 

医療法 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康 
づくりを推進すること 

施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を 
整備すること 

施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に 
提供できる体制を整備すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

医学医術の進歩に即応した近代的な医療用機器を広く普及し、医療用
機器の整備促進を図ることにより、高度な医療を提供する。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

 

医療機器購入金額 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

近代的な医療用機器の普及により、良質な医療を提供できる。 

 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 租税特別措置の適用実績は把握ができないため、租税特別措置の対象とな

る高額医療機器の国内出荷額を記載。 

平成１７年度 ５３５，８８４百万円 

平成１８年度 ５３１，６０７百万円 

平成１９年度 ４４７，２７２百万円 

平成２０年度 ５０２，１０９百万円 

   ＊薬事工業生産動態統計（医政局経済課実施）より 

② 減収額 平成１７年度 １３，００３百万円 

平成１８年度 １２，９００百万円 

平成１９年度 １０，８５３百万円 

平成２０年度 １２，１８４百万円 

   ＊薬事工業生産動態統計（医政局経済課実施）および医療施設動態 

調査（大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課実施）より推計 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 17～20 年度） 

 
近代的な医療用機器を導入したことにより、病巣の早期発見、早期治
療につながるなど、良質な医療を提供できている。 

 



《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》 

高額医療機器の国内出荷額を記載。 

平成１７年度 ５３５，８８４百万円、平成１８年度 ５３１，６０７百万円 

平成１９年度 ４４７，２７２百万円、平成２０年度 ５０２，１０９百万円 

 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年度） 

高性能な医療機器の普及が遅れ、より良質な医療の提供に支障が出る。 

 

 

 

《税収減を是認するような効果の有無》 

国民に高度かつ最新の医療を提供するためには、医学医術の進歩に応
じて、性能が向上した医療用機器の導入、買い換えを促進する必要が
あり、医療機関による導入等を促進するためには、経費負担の軽減が
効果的である。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

国民に高度かつ最新の医療を提供するためには、医学医術の進歩に応じて、

性能が向上した医療用機器の導入、買い換えを促進する必要があり、医療機

関による導入等を促進するためには、経費負担の軽減が効果的である。一定

金額の要件を満たす高額医療機器購入者に対し、幅広く支援を行うために、

税制による優遇措置を行うことが妥当である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

― 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

― 

10 有識者の見解 ― 

 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

― 

 

 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退

職年金に関する税制優遇措置の継続 

2 要望の内容 適格退職年金は、受給権保護の仕組みがより優れている確定給付企業

年金法の施行（平成 14 年 4 月 1 日）に伴い、10 年間という猶予期間を設

けた上で廃止することとされた。 

現在、他の企業年金等（厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業

年金及び中小企業退職金共済）への移行を促進しているところであるが、

事業主が存在しない等のために企業年金等に移行できない適格退職年金

が存在している。 

このため、事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行で
きない適格退職年金に限っては、廃止期限後も、税の優遇措置（運用時：
非課税、給付時：公的年金等控除、退職所得控除等）を継続する。 

 

3 担当部局 厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

新規要望のため該当なし。 

 

6 適用又は延長期間 対象となる「事業主が存在しない等のために企業年金等に移行できな
い適格退職年金」の受給者が存在しなくなるまでの期間。 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

適格退職年金から企業年金等への円滑な移行を促進することで、適格

退職年金の加入者等の権利を保護しつつ、企業年金等の健全な育成を図

ることにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実させ、高

齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 また、適格退職年金は、企業年金等へ移行可能であることを前提に廃 

止が決められており、事業主が存在しない等の理由によって企業年金等

に移行できないものについては、受給権保護の観点から、給付時の税優

遇を継続することで、安定した老後の所得確保が図られる。 

《政策目的の根拠》 

確定拠出企業年金法 

附 則 

（適格退職年金契約の円滑な移行） 

第五条 政府は、平成二十四年三月三十一日までの間に、附則第二十四 

条の規定による改正後の法人税法附則第二十条第三項に規定する 

適格退職年金契約の確定給付企業年金その他の制度への円滑な移 

行を図るため、確定給付企業年金制度の周知その他円滑な移行の 

ために必要な措置を講ずるものとする。  

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標ⅠⅩ：高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して 

暮らせる社会づくりを推進すること 

施策大目標１：老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図 

ること 

施策目標１－３：企業年金等の健全な育成を図ること 

施策目標１－４：企業年金等の適正な運営を図ること 

（別添） 



③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

廃止期限後の適格退職年金の税制上の取扱いを明確化することで、適

格退職年金から企業年金等への移行を一層促進し、企業年金等の健全な

育成をことにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実さ

せ、高齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 
また、事業主が存在しない等のために企業年金等に移行できないもの

については、受給権保護の観点から、給付時等の税優遇措置を継続する
ことで、安定した老後の所得確保を図る。 
 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

・事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退

職年金の受給者に係る不利益の回避（適用者数） 

・適格退職年金から企業年金等への移行件数 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

  廃止期限後の適格退職年金の税制上の取扱いを明確化することで、移

行しない場合の不利益が明確になり、適格退職年金から企業年金等への

移行が一層促進される。 

また、事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行ができ

ない適格退職年金については、何も措置を講じなければ、廃止期限後に

は税優遇措置がなくなることで年金受給額が減少することとなる。 

適格退職年金は、企業年金等へ移行可能であることを前提に廃止が決

められたことに鑑みると、事業主が存在しない等の理由によって企業年

金等に移行することができない適格退職年金については、廃止期限後も

税の優遇措置を継続することにより、受給権の保護が図られ、安定した

老後の所得確保が図ることができる。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成 21 年度末：93 件（296 人） 

平成 22 年度末：84 件（267 人） 

平成 23 年度末：75 件（240 人） 

平成 24 年度末：66 件（210 人） 

平成 25 年度末：58 件（187 人） 

 

※残存率を推計した上で、数値を算出。 

② 減収額 減収見込み額 21 百万円(国税：17 百万円、地方税：4 百万円) 

 

《算出方法》 

○運用時 

   廃止期限後に、運用時において、課税された場合と非課税とされた場合を 

比較し、減収見込み額を算出。 

  

 ※運用時において、特別法人税（国税：１％、地方税：0.173%）を参考に、同 

率の課税がなされると仮定。 

 ※事業主がいない閉鎖型適格退職年金に係る資産額は、1,655 百万円（平 

成 21 年度末時点） 

 

○給付時 

   廃止期限後に、給付時において、一時所得として課税される場合と退職

所得控除の対象となる場合を比較し、減収見込み額を算出。 



③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年３月） 

適格退職年金は、廃止決定の当初（平成 14 年３月末）には約 74,000

件（加入者：約 917 万人）であったが、平成 22 年３月末現在では約 20,000

件（加入者：約 255 万人）まで減少し、残った契約のうち約８割が今後

の方針を決めており、これまでに 95％が移行等を完了又は今後の方針を

決定しており、平成 23 年度末にその期限を迎える。 

廃止期限まで残り２年を切った中、廃止期限後の適格退職年金の税制

上の取扱いを明確化することで、適格退職年金から企業年金等への移行

を一層促進することができる。 

また、事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行が不可

能である適格退職年金については、何も措置を講じなければ、廃止期限

後には税優遇がなくなることで年金受給額が減少することとなり、老後

生活が不安定となる。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年３月） 

 廃止期限後の税制の取扱いを明確化することにより、適格退職年金から企

業年金等への移行を一層促進し、企業年金等の健全な育成を図るとともに、

事業主が存在しない等のために企業年金等に移行できない適格退職年金の

受給者に限り、廃止期限後も廃止期限前と同じ税の優遇措置を継続すること

で不利益を回避し、受給者の老後生活を安定させることができる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年３月） 

 事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退職

年金の受給者について、廃止期限後に公的年金等控除・退職年金所得控除

等が受けられなくなり、年金受給額が少なくなり、老後生活が不安定となる。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年３月） 

 事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退職

年金の受給者について、廃止期限前と同様の給付を図ることができる。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

 適格退職年金が廃止されるため、同様の措置を講ずるものであり、適

用の範囲は限定的であり、税の優遇措置をすることが妥当である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

－ 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

共同利用施設の特別償却制度の延長 

2 要望の内容 生活衛生同業組合(出資組合に限る。)及び生活衛生同業小組合が策定

する振興計画に基づく共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限を平

成２４年度末までの２年間延長する。 

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 

創設年度 昭和５５年 

期限切れごとに延長要望（直近は平成２１年度） 

 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

生活衛生同業組合等は、国民の日常生活に極めて深い関係のある生活

衛生関係の営業について、営業者が自主的に衛生措置の基準を遵守し、

及び衛生施設の改善向上を図るための組織であり、営業者の営業の振興

の計画的推進、経営の健全化等を目的としている。 

生活衛生同業組合等は、厚生労働大臣が定める各業種ごとの営業の振

興に関する指針（振興指針）に基づき、営業者の営業の振興に必要な事

業（振興事業）に関する計画（振興計画）を作成し、厚生労働大臣の認

定を受けることができる。本税制は、生活衛生同業組合等が振興事業と

して共同利用施設事業を行う場合につき、税制上の特別措置を設けるこ

とにより、零細な営業者が大半を占める生活衛生営業者の協業化等によ

る合理化、省力化等を推進し、生産性を向上させ、もって営業者の経営

基盤の強化を図るものである。 

 

《政策目的の根拠》 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第５６条の５ 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

生活衛生同業組合等について、共同利用施設の拡大を通じた経営基盤

の強化を図る。ただし、ひとつの指標として、今後、生活衛生関係営業

の業況 DI がプラスに転じること、設備投資実施企業割合が上昇傾向とな

（別添） 



ることが必要である。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

租税特別措置適用設備数 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

生活衛生同業組合等は国の施策に沿った事業を実施しており、営利事

業を行うものではないため、余剰金による積極的な設備投資が行いにく

い状況にあるため、租税特別措置法の特例措置により、政策的インセン

ティブを講ずることで、共同利用施設の取得を促進することが可能とな

る。さらに資金力の脆弱な組合に対し株式会社日本政策金融公庫等の政

策金融による資金供給を行うことで、円滑に共同利用施設を取得するた

めの財源確保が行えるよう措置する必要がある。 

また、本政策目的を達成するためには、一定の基準を満たす主体に対

し、公平・中立かつ広範に投資促進等の動機付けを与える必要があるこ

とからも、制度延長が適当である。本制度は長期措置となっているが、

規制緩和や資材価格高騰、デフレの影響、円高による国内民需の減速等

により中小企業及び各種組合を取り巻く状況は依然として厳しいことか

ら、引き続き措置する必要がある。 
 

8 有効性

等 

① 適用数等 （対象施設数）   
 

１９年度      ０         

２０年度      ０                    

２１年度      ０                    
 
共同利用施設の取得のためには相当の費用を必要とするが、生活衛生

関係営業者は中小零細事業者で、事業収益の低迷やデフレの影響、円高
による成長モメンタムの低下・国内民需の減速により、設備投資(共同利
用施設取得)意欲が弱含みであり、ここ数年は投資を見合わせざるを得な
い状況にあったが、中小企業にとっては、生産性の向上、経営コスト低
減等のために事業の共同化・協業化を図る必要があり、既存施設の老朽
化に伴う建て替えや新設の需要は底堅いことから、今後は各業種におい
て共同利用施設の取得が確実に見込まれるところである。 

 

② 減収額  (減収額) 

１９年度      0         

２０年度      0                    

２１年度      0                    

２２年度(推計)   0.2 百万円                    

２３年度(推計)   4.2 百万円                    

※いずれも(社)全国生活衛生同業組合中央会調べによる 

 

 



③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

財政政策の緊縮スタンスや資材価格高騰、消費者の節約志向、円高に
よる成長モメンタムの低下などにより中小零細事業者にとって国内マー
ケットは厳しい経営環境にあり、先行きの不透明感から必要最低限の設
備投資しか行わない状況に陥りやすい中、本税制の特例措置による設備
投資の促進により、営業施設の衛生水準の向上、経営基盤の強化に寄与
している。 

しかし、共同利用施設の取得のためには相当の費用を要するため、設
備投資(共同利用施設取得)意欲が弱含みであり、ここ数年は投資を見合
わせざるを得ない状況にあったが、中小零細事業者にとっては、生産性
の向上、経営コスト低減等のために事業の共同化・協業化を図る必要が
あり、既存施設の老朽化に伴う建て替えや新設の需要は底堅いことから、
今後は各業種において共同利用施設の取得が確実に見込まれるところで
ある。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比
7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した共同利
用施設の取得の促進により、国民生活の基盤であり、地域経済の柱で
ある生活衛生関係営業の経営基盤の安定・強化が図られ、企業収益の改
善、国内民間需要の回復、雇用情勢の改善に寄与することが見込まれる。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 国民生活の基盤であり、地域経済の柱である生活衛生関係営業の設備投

資(共同利用施設の取得)が行えなかった場合、経営基盤の不安定を招

き、企業収益の悪化、国内民間需要の後退、雇用情勢悪化の負のスパイ

ラルを招くおそれがある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

国民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業は、我が国
の経済活動の中で相当規模(サービス産業全体の 18%)で、雇用面でも大き
な役割(全産業の 12%)を担っており、ノウハウを生かし、競争力の向上や
新たなニーズに柔軟に対応していくこと、或いは関連新規分野に進出し
ていく必要がある。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

資材価格高騰、消費者の節約志向、円高による国内民需の減速などに
より中小零細の生活衛生関係営業を営む者にとって国内市場は依然と
して厳しい経営環境にあるなか、株式会社日本政策金融公庫による低利
融資及び本税制措置により設備投資 (共同利用施設の取得 )を促進
し、経営基盤の強化を図ることとしている。  

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 



10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

公害防止用設備の特別償却制度の延長 

2 要望の内容 公害防止用の特定設備（３００万円以上の活性炭吸着回収装置）

の取得に係る特別償却制度の適用期限を平成２４年度末までの２

年間延長する。 

3 担当部局 健康局生活衛生課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

創設年度 平成５年 

期限切れごとに延長要望（直近は、平成２１年度） 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで 
（平成２３年度～平成２４年度） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

クリーニング業においてはドライクリーニング溶剤としてテト

ラクロロエチレンを使用しているが、テトラクロロエチレンは健康

被害及び環境汚染を引き起こすことから、大気汚染防止法、水質汚

濁防止法等により環境規制が行われており、活性炭吸着回収装置の

導入により当該環境基準を満たし、公害防止対策の円滑な推進を図

る。 

 

《政策目的の根拠》 

大気汚染防止法附則第９条、大気汚染防止法施行令附則第３項、

水質汚濁防止法施行令第２条、化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律施行令第１条の２ 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

 
基本目標Ⅱ   安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推

進すること 
施策大目標５  生活衛生の向上・推進を図ること 
施策中目標１  生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等に

より、生活衛生の向上、推進を図ること 
 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

健康被害及び環境保全の防止のため、全てのドライクリーニング

機における活性炭吸着回収装置導入の促進が必要不可欠  

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

環境基準超過施設割合 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

クリーニング業はテトラクロロエチレン排出量の大部分を占めてお
り、排出抑制基準を超過する濃度が依然として測定されている（平成 20

（別添） 



年度環境基準超過施設割合＝6.0%(廃液)、3.3%(排気) 厚生労働省調査
＝「ドライクリーニング溶剤の使用管理状況等に関する調査」による）。 

健康被害及び環境保全の防止の観点から、全てのドライクリーニング

機に活性炭吸着式回収装置の導入を促進していくことが必要であるが、

クリーニング業者の大部分は経営基盤が脆弱な小規模零細事業者であ

り、公害への対策等直接的に利益に結びつかない設備投資(活性炭吸着回

収装置の取得)については消極的になりがちであることから、租税特別措

置法の特例措置により政策的にインセンティブを講じることで公害防止

用設備の取得を促進することが可能となる。 

さらに資金力の脆弱な事業者に対し株式会社日本政策金融公庫等の政
策金融による潤沢な資金供給を行うことで、円滑に本装置の導入が図ら
れるよう措置を講じていく必要がある。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 
○ 活性炭吸着回収装置 

        （取得台数）  (設備取得合計額） 

 平成 19 年度    24        49 百万円 

 平成 20 年度    27        43 百万円 

平成 21 年度    26        32 百万円 

 

 

② 減収額  (減収額) 
 

１９年度       27 万円         

２０年度       27 万円                    

２１年度       54 万円                    

２２年度(推計)    54 万円                    

２３年度(推計)    54 万円 

※いずれも(社)全国生活衛生同業組合中央会調べによる                    

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 
原材料価格の高騰、コインランドリーの普及等によるクリーニ

ング 支出 の減 少、円高による国内民需の減速、新素 材の 開発 ・普
及等、衣類の多様化 に伴うクリーニング 事故に対する苦情 の
増加、大規模企業に よる取次チェーン店 の展開や無店舗型 取
次サービスといった 新しい営業形態を採 る企業の参入等に よ
る 過 当 競 争 の 激 化 などにより中小零細のクリーニング営業者にとっ
て国内市場は依然として厳しい経営環境にあり、先行きの不透明感から
必要最低限の設備投資しか行わない状況に陥りやすい中、本税制の特例
措置による設備投資(活性炭吸着回収装置の取得)の促進により、環境基
準を満たす施設数の増加に寄与している。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

３年４月～平成２４年７月） 

今後、１年間の設備投資計画の実施予定については、7.1%(前年同期比
7.8%増＝株式会社日本政策金融公庫「生活衛生関係営業の景気動向等調
査」平成 22 年 4-6 月期）となっており、本税制措置を活用した活性炭
吸着回収装置の取得の促進により、健康被害及び環境保全の防止が図



られ、環境基準を満たす施設数の増加が見込まれる。 
 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成２３年４月～平成２４年７月） 

 テトラクロロエチレンの排出量の大半を占めるクリーニング業の設備

投資(活性炭吸着回収装置の取得)が行えなかった場合、健康被害及び環

境汚染を見過ごすこととなり、国民の健康保護及び生活環境の保全に重

大な被害を招くおそれがある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２３年４月～平成

２４年７月） 

テトラクロロエチレンについては危険有害性(蒸気を吸入すると急性
中毒を起こすほか、哺乳動物に対する発がん性を有している)があるた
め、健康被害及び環境保全の防止の観点から、全てのドライクリーニン
グ機に活性炭吸着式回収装置の導入を促進していくことが必要である
が、クリーニング業者の大部分は経営基盤が脆弱な小規模零細事業者で
あり、公害への対策等直接的に利益に結びつかない設備投資(活性炭吸着
回収装置の取得)については消極的になりがちであることから、租税特別
措置法の特例措置により政策的にインセンティブを講じることで公害防
止用設備の取得を促進することが可能となる。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

一定の要件を満たす主体に対し、公平・中立かつ広範に投資促進等の

動機付けを与える必要があり、制度延長が適当であると考えられ、対象

が限定される補助金や財政投融資による措置は必ずしも妥当な措置では

ない。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

原材料価格の高騰、コインランドリーの普及等によるクリーニ
ング 支出 の減 少、円高による国内民需の減速、新素 材の 開発 ・普
及等、衣類の多様化 に伴うクリーニング 事故に対する苦情 の
増加、大規模企業に よる取次チェーン店 の展開や無店舗型 取
次サービスといった 新しい営業形態を採 る企業の参入等に よ
る 過 当 競 争 の 激 化 などにより中小零細のクリーニング営業者にとっ
て国内市場は依然として厳しい経営環境にあり、先行きの不透明感から
必要最低限の設備投資しか行わない状況に陥りやすいなか、株式会社日
本政策金融公庫による低利融資及び本税制措置により設備投資(活性
炭吸着回収装置の取得)の促進により、環境基準を満たす施設数の増加に
寄与することとしている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

－ 

10 有識者の見解 － 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

企業年金等の積立金に対する特別法人税の撤廃 

2 要望の内容 企業年金等（厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労者

財産形成給付金及び勤労者財産形成基金）の積立金に対する特別法人税を

撤廃する。 

3 担当部局 厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１１年度 退職年金等積立金に対する特別法人税の課税凍結の開始 

平成１３年度 ２年間の延長 

平成１５年度 １年間の延長 

平成１６年度 １年間の延長 

平成１７年度 ３年間の延長 

平成２０年度 ３年間の延長 

 

6 適用又は延長期間 平成２０年４月１日～平成２３年３月３１日（３年間の課税凍結） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

企業年金制度は、国民の老後の生活設計の柱である公的年金とあいまっ

て高齢期の所得確保を図るための制度であり、事業主や従業員の自主的な

努力を支援するものである。 

少子高齢化の進展、国民の老後生活の多様化などの現在の状況を踏える

と、企業年金等が果たす役割はますます重要であり、企業年金等の健全な育

成を図ることにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実さ

せ、高齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

《政策目的の根拠》 

＜確定拠出年金法（平成十三年法律第八十八号） 第一条＞ 

この法律は、少子高齢化の進展、高齢期の生活の多様化等の社会経済情

勢の変化にかんがみ、個人又は事業主が拠出した資金を個人が自己の責任

において運用の指図を行い、高齢期においてその結果に基づいた給付を受け

ることができるようにするため、確定拠出年金について必要な事項を定め、国

民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援し、もって公的年

金の給付と相まって国民の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的と

する。 

 

＜確定給付企業年金法（平成十四年法律第五十号） 第一条＞ 

この法律は、少子高齢化の進展、産業構造の変化等の社会経済情勢の変

化にかんがみ、事業主が従業員と給付の内容を約し、高齢期において従業員

がその内容に基づいた給付を受けることができるようにするため、確定給付企

業年金について必要な事項を定め、国民の高齢期における所得の確保に係

る自主的な努力を支援し、もって公的年金の給付と相まって国民の生活の安

定と福祉の向上に寄与することを目的とする。 

 

② 政策体系

における

政策目的

基本目標ⅠⅩ： 高齢者が出来る限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮ら 

せる社会づくりを推進すること 

施策大目標１：老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障の充実を図るこ

（別添） 



の位置付

け 

と  

施策中目標３：企業年金等の健全な育成を図ること 

施策中目標４：企業年金等の適正な運営を図ること 

 

基本目標Ⅲ：労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備すること 

施策大目標４：勤労者生活の充実を図ること 

施策中目標２：豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

特別法人税を撤廃することによって、企業年金等の健全な育成を図ることに

より、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実させ、高齢者が安

心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

企業年金等の加入者数 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

特別法人税が課税された場合、あらかじめ備える積立金が減少し、積立状

況の悪化につながる。特に、特別法人税は運用結果が赤字の場合にも課税さ

れるため、更なる財政状況の悪化を招く可能性があり、企業年金等の普及の

大きな阻害要因となる。 

このため、特別法人税を撤廃することによって、企業年金等の健全な育成を

図ることにより、老後生活の経済的自立の基礎となる所得保障を充実させ、高

齢者が安心して暮らせる社会づくりを推進する。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 厚生年金基金 

平成１７年度末 ６８７件（５３１万人） 

平成１８年度末 ６５８件（５２２万人） 

平成１９年度末 ６２６件（４７８万人） 

平成２０年度末 ６１７件（４６６万人） 

平成２１年度末 ６０８件（４６０万人） 

平成２２年度末 ５８２件（４３５万人）（推計値） 

 

確定給付企業年金 

平成１７年度末 １,４３２件（３８４万人） 

平成１８年度末 １,９４１件（４３０万人） 

平成１９年度末 ３,１０１件（５０６万人） 

平成２０年度末 ５,００８件（５７０万人） 

平成２１年度末 ７,４０５件（６４７万人） 

平成２２年度末 ９,６７２件（７１４万人）（推計値） 

 

確定拠出年金（企業型） 

平成１７年度末 １,８６６件（１７３万人） 

平成１８年度末 ２,３１３件（２１９万人） 

平成１９年度末 ２,７１０件（２７１万人） 

平成２０年度末 ３,０４３件（３１１万人） 

平成２１年度末 ３,３０１件（３４０万人） 

平成２２年度末 ３,５７５件（３８４万人）（推計値） 

 

確定拠出年金（個人型） 



平成１７年度末  ６万人 

平成１８年度末  ８万人 

平成１９年度末  ９万人 

平成２０年度末 １０万人 

平成２１年度末 １１万人 

平成２２年度末 １２万人（推計値） 

 

勤労者財産形成給付金 

平成１７年度末 １,８４６件（３２.８万人） 

平成１８年度末 １,７９６件（３１.７万人） 

平成１９年度末 １,７４２件（３０.４万人） 

平成２０年度末 １,６８６件（２９.５万人） 

平成２１年度末 １,５９５件（２８.６万人） 

平成２２年度末 １,４９８件（２６.０万人）（推計値） 

 

勤労者財産形成基金 

平成１７年度末 ５６件（１.７万人） 

平成１８年度末 ５３件（１.４万人） 

平成１９年度末 ５１件（１.４万人） 

平成２０年度末 ４９件（１.２万人） 

平成２１年度末 ４２件（０.８万人） 

平成２２年度末 ４０件（０.８万人）（推計値）   

 

※推計値は、過去の実績値に基づき、推計式を導出した上で、当該推計式に

おける平成 22 年末の数値を推計している。 

② 減収額 減収見込み額 516,256 百万円(国税：440,117 百万円、地方税：76,139 百万円) 

 

《算出方法》 

平成２２年３月末時点の各制度の積立金額 

①厚生年金基金（平成２２年３月末）    ：29,003,100 百万円 

②確定給付企業年金（平成２２年３月末） ：39,037,700 百万円 

③確定拠出年金（平成２２年３月末）    ： 4,863,632 百万円 

④財形給付金（平成２２年３月末）      ：    44,216 百万円 

⑤財形基金（平成２２年３月末）         ：       610 百万円 

①・②：「企業年金の受託概況（信託協会。生保協会、JA 共済連）」 

③～⑤：厚生労働省調べ 

 

①に課税対象額割合０．００２２６％（※１）を掛けて、１．１７３％（国税：１％、地 

方税：0.173％）を掛ける。 

②～⑤の合計に１．１７３％（国税：１％、地方税：0.173％）を掛ける。（※２） 

 

※１ 平成 20 年度決算において、純資産額が、代行部分に要する費用の 3.23 

倍以上ある基金は７基金。このうち、平成 21年度末までに代行返上した基

金及び代行返上予定の基金を除くと、４基金が特別法人税の課税対象と

なる。この 4基金の積立金が、平成 21年度末の厚生年金基金の積立金に

占める当該の割合が 0.00226%である。 

※２ 確定給付企業年金については、従業員拠出分は課税対象にはならない 

が、従業員拠出を認めている規約が全体の１％に満たないことから、積立



金額全体に税率を掛けている。 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成１７年～平成２１年） 

・現在、特別法人税の課税凍結により、事業主、勤労者への負担を抑えつつ、 

着実に企業年金等の健全な育成を図ることで、老後の所得を確保している。 

さらに、特別法人税を撤廃することで、事業主や勤労者等における課税への 

不安感を取り除くことができる。 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》 

（分析対象期間：17 年～平成 21 年） 

・特別法人税の課税凍結により、事業主、勤労者への負担を抑えつつ、企業 

年金等の加入者数が増加（※）しており、着実に制度の健全な育成を図って 

る。 

 

＜企業年金等の加入者数＞ 

平成１７年度末 １,１２９万人 

平成１８年度末 １,２１２万人 

平成１９年度末 １,２９６万人 

平成２０年度末 １,３８７万人 

平成２１年度末 １,４８７万人 

 平成２２年度末 １,５７２万人（推計値） 

 

※特別法人税の課税凍結に加えて、企業年金等の制度改善及び平成 23 年 

度末で廃止期限を迎える適格退職年金からの企業年金への移行などの増 

加要因がある。 

 

・また、確定拠出年金においては、特別法人税の課税撤廃により２５％増の受 

給額を確保できるとの試算もあり、特別法人税の撤廃は老後の所得確保の 

ためにも重要な要素となっている。 

※運用利回りを２．５％、積立金に対し１．２％の課税が行われると仮定し、毎 

月１万円を２５年間積み立てて、１０年間年金を受け取った場合を試算。（生 

命保険協会）） 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成１７年４月～平成２１年３月） 

・現在のような低金利な運用状況下 (2010 年 8 月 16 日時点の長期金利は

0.955％。直近の 10 年間でも 1.5％前後で変動) で、特別法人税 1.173％が

課税された場合、企業年金等の普及に著しい支障が生じる。 

・個人が運用指図を行う確定拠出年金では、元本確保型による運用が約 7 割

を占めており、特別法人税が課税されると、年金資産の運用に著しい影響が

ある。 

・確定給付型の企業年金においては、積立不足が生じた場合、受給権保護の

観点から、事業主は当該不足額を埋めるため、掛金を追加拠出する必要が

ある。このため、特別法人税が課税された場合、この積立不足額が更に悪化

することにより、事業主が追加拠出する掛金額は増加し、企業の運営に影響

を与える可能性がある。 

・また、確定給付企業年金、確定拠出年金は平成 13 年度に施行された制度で 

あり、特別法人税を課税された経験がない。このため、特別法人税が課税さ



れた場合、徴収のためのシステム開発などの実務面で多大なコストが生じる

こととなる。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》 

（分析対象期間：平成１７年～平成２１年） 

・特別法人税が課税された場合、企業が課税分を負担することにより、企業経 

営へ影響を受ける企業や、企業年金制度の導入の可否の見直しを迫られる 

企業が多く生じる結果（※）、従業員の老後の所得確保の阻害要因となるお 

それがある。 

※ＮＰＯ法人確定拠出年金教育協会（2007 年） 

・また、企業が十分な人材を確保するためには、労働条件等の環境整備が必 

須であり、企業年金等の退職給付制度の充実は、人材確保に資する。 

・他方で、特別法人税が課税された場合、税金を納付するため、掛金を運用し 

ている株や債権を現金化することとなり、市場に与える影響は少なくない。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

・企業年金制度は税制上の措置を講ずることで、国として国民の老後の所得 

確保を支援することを基本としている。法改正等の手法を用いた制度改正に

より、魅力ある制度とし、健全な育成を図っているが、税制上の支援措置は

他に代え難い強力な支援策である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

企業年金は法律で積立義務や受給権保護を図っている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

- 

10 有識者の見解 - 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

- 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 
障害者を多数雇用する事業所に係る税制上の特例措置 

2 要望の内容 ○ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度 

（所得税、法人税、個人住民税、法人住民税、事業税） 

障害者を雇用し、かつ雇用割合が 50％以上（雇用障害者数が 20

人以上の場合は 25％以上）の場合、その年又はその年の前年以前

５年内の各年において取得、製作、建設した機械・設備等について、

普通償却限度額の 24％（工場用建物 32％）の割増償却ができる。 

○ 不動産取得税の減額措置 

 障害者を多数雇用する事業所の事業主が、平成元年４月１日から

平成 23 年３月 31 日までの間に、重度障害者多数雇用事業所施設設

置等助成金（以下「助成金」という。）の支給を受けて、事業用施

設を取得し、引き続き３年以上事業の用に供した場合には、当該施

設の取得に対して課する不動産取得税について当該税額から価格

の 10 分の１に相当する額に税率を乗じて得た額を減額する。 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

障害者を多数雇用する事業所の事業主が、平成２年１月２日から

平成 23 年３月 31 日までの間に、助成金の支給を受けて取得した事

業用の家屋に対する固定資産税の課税標準は、当初５年度分に限

り、課税標準となるべき価格の６分の１に心身障害者の雇用割合を

乗じたものを減額した額とされる。 

 

当該特例措置の適用期限については、平成 23 年３月 31 日限りで

失効することとなっているが、その適用期限を２年間延長する。 

3 担当部局 職業安定局高齢・障害者雇用対策部 

4 評価実施時期 平成 22 年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和 48 年度（障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度）、

昭和 49 年度（不動産取得税の減額措置）及び昭和 51 年度（固定資

産税の課税標準の特例措置）の制度創設以来、各措置についてそれ

ぞれ平成 22 年度まで適用期限の延長を重ねてきている。昭和 63

年度、平成５年度、平成 17 年度、平成 18 年度及び平成 21 年度に

は法改正に合わせて対象となる障害者の範囲の拡充を行った。 

6 適用又は延長期間 ２年間の延長 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

障害者雇用対策については、障害者の雇用の促進等に関する法律

（昭和 35 年法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」という。）に

基づき、障害者の雇用の促進及び職業の安定を一層図ることとして

いる。民間企業における障害者の実雇用率は、平成 21 年６月現在

1.63％と前年度比 0.04 ポイント上昇しているものの、法定雇用率

1.8％を依然として下回っており、なお一層の改善が必要である。 

障害者多数雇用事業所（※１）の設備整備等に対するインセンテ

ィブを喚起し、設備の近代化を図ることにより、障害者の雇用を維

持・拡大することを目的としている。 

※１ 現在のそれぞれの税の特例措置と同様に、障害者を多数雇用

（別添） 



する場合の機械等の割増償却制度の対象となる障害者多数雇用

事業所は、障害者を雇用し、かつ雇用割合（※２）が 50％以上

（雇用障害者数が 20 人（※２）以上の場合は 25％以上）の事業

所。また、不動産取得税及び固定資産税の特例措置の対象となる

障害者多数雇用事業所は、障害者雇用割合（※２）が 50％以上

かつ 20 人（※２）以上障害者を雇用している事業所。以下同じ。 

※２ 短時間労働者を除く重度障害者は１人を２人として、重度以

外の障害者である短時間労働者は１人を 0.5 人として計算。 

《政策目的の根拠》 

○ 障害者雇用促進法第 43 条（一般事業主の雇用義務等） 

○ 障害者雇用促進法第 46 条（一般事業主の身体障害者又は知的

障害者の雇入れに関する計画） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅳ：経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労

働市場において労働者の職業の安定を図ること。 

施策大目標３：労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図るこ

と 

施策中目標１：高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定を図ること 

 

基本目標Ⅷ：障害のある人もない人も地域でともに生活し、活動す

る社会づくりを推進すること 

施策大目標１：必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を

整備し、障害者の地域における自立を支援すること 

施策中目標２：障害者の雇用を促進すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

法定雇用率 1.8％の達成 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

「障害者雇用状況報告」（年１回実施）による、民間企業における

障害者の実雇用率 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであり、当該特例措置は、障害者多数雇用事業所の設備整備等

に対するインセンティブを喚起し、設備の近代化を図らせること

で、障害者雇用の維持・拡大に寄与している。 

8 有効性

等 

① 適用数等 ○ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度 

 平成 22 年度（見込み）：26 事業所 機械等 526 件 建物等 167 件 

平成 21 年度：29 事業所 機械等 572 件 建物等 170 件 

 平成 20 年度：22 事業所 機械等 480 件 建物等 163 件 

○ 不動産取得税の減額措置 

 平成 22 年度（見込み）：１件、平成 21 年度：３件 

平成 20 年度：０件 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：９件、平成 21 年度：７件 

 平成 20 年度：５件 

② 減収額 ○ 障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度 

 平成 22 年度（見込み）：13 百万円 

平成 21 年度：14 百万円 



平成 20 年度：12 百万円 

○ 不動産取得税の減額措置 

 平成 22 年度（見込み）：１百万円 

平成 21 年度：５百万円 

平成 20 年度：０百万円 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：８百万円 

平成 21 年度：６百万円 

平成 20 年度：３百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％と、当該税制措置の適用等によって、前年の 1.59％

から 0.04 ポイント改善したところである。また、当該特例措置の

延長適用により、障害者雇用が維持・拡大され、政策目標の法定雇

用率 1.8％に寄与するものと言える。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期

間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、当該特例措置の効果等によって、前年の

1.59％から 0.04 ポイント改善したところである。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》

（分析対象期間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであるが、当該特例措置が障害者多数雇用事業所の設備に対す

るインセンティブを喚起し、設備の近代化を図らせ、障害者雇用の

維持・拡大に寄与していることから、延長されなかった場合には障

害者の実雇用率の改善が鈍化することが見込まれる。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 21

年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであるが、本措置が、設備投資に伴う事業主の負担を軽減する

ものであり、これにより設備投資のインセンティブを喚起し、障害

者を多数雇用する事業所の競争力の確保、経営基盤の安定化や、そ

れによる障害者の雇用の維持・拡大に寄与している。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

障害者多数雇用事業所は、他の企業と同様に設備投資を行い競争

力をつける必要があるが、経営状況の厳しい障害者多数雇用事業所

が設備投資を行うには、その年の負担が過大なものとなり、新たな

設備投資に踏み切ることが難しい。税制上の優遇措置があれば、事

業主の負担を軽減することができるため、設備投資のインセンティ

ブを喚起し、障害者を雇用するという政策効果が期待できる。 

また、平成 19 年に出された労働政策審議会の意見書において、

中小企業の障害者雇用支援策の充実強化が必要であるとの意見が

出されており、設備整備の拡充等を行う企業の設備投資に係る租税

負担をできる限り軽減することが必要である。 



② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

障害者多数雇用事業所は小規模が多く、経営環境が脆弱である

上、一般企業に比べて収益が小さい。その一方で障害者の働きやす

い環境整備のためには、多額の設備投資を要するなど厳しい経済環

境に置かれている。このため、障害者雇用納付金制度等の助成金に

加えて、税制上の特例措置により、障害者多数雇用事業所の設備投

資のインセンティブを喚起し、設備を充実させて事業所の生産性を

高めつつ障害者の働きやすい環境を図ることは、障害者の職業の安

定・促進につながる。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

障害者多数雇用事業所は全国的にも小規模なものが多く、経営環

境が脆弱である上、一般企業に比べて収益が小さい。 

その一方で、他の企業と同様に設備投資を行い競争力をつける必

要があるが、経営状況の厳しい障害者多数雇用事業所が設備投資を

行うには、その年の負担が過大なものとなり、新たな設備投資に踏

み切ることが難しい。障害者雇用に関しては、①地方公共団体には

障害者雇用の促進に必要な施策の総合的かつ効果的な推進を行う

責務が課されていること（障害者雇用促進法第６条）、②障害者支

援に係る費用は地域社会においても平等に負担すべきこと等から、

地方税においても、障害者を多数雇用する場合に要する設備投資等

の負担の軽減措置を講じ、障害者の雇用の促進を図るとともに、事

業所の生産性を高めつつ障害者の働きやすい環境を整備する必要

がある。 

そこで当該税制上の特例措置を全国一律に適用させることによ

り、障害者多数雇用事業所の設備投資のインセンティブを喚起し、

設備を充実させて事業所の生産性を高めつつ障害者の働きやすい

環境が図られ、障害者の職業の安定・促進につながる。 

10 有識者の見解 
－ 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 
－ 

 

 

 



 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充 

2 要望の内容  国、地方公共団体又は社会福祉法人の設置に係る障害福祉サービス

事業（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、

共同生活援助（グループホーム）及び共同生活介護（ケアホーム））

等の用に供する土地等を譲渡した者が、一定の手続により 5,000 万円

まで特別控除の適用が受けられる「特掲事業」（※）に加える。 

 

※ 「特掲事業」とは、租税特別措置法施行規則（昭和３３年大令第

１５号）第１４条第５項第３号に掲げる事業で、資産の買取りをす

る者の当該資産が同号に掲げる事業に必要なものとして使用する

ことができる資産に該当する旨を証する書類を添附することによ

り、当該資産の譲渡に係る譲渡所得について、5,000 万円までの特

別控除の適用が受けられるものをいう。 

 

 

 

3 担当部局 障害保健福祉部 

4 評価実施時期  ― 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

 

 ― 

 

 

6 適用又は延長期間 恒久措置 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 
必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の
地域における自立を支援する。 

 

《政策目的の根拠》 

障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）では、障害者の就労支援の強

化や地域生活への移行の推進等を通じ、障害者が安心して暮らすことのでき

る地域社会の実現を目指している。 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅷ 
 障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社会
づくりを推進すること 
 
施策大目標 
必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を整備し、障害者の
地域における自立を支援すること 
 



施策中目標１ 
 障害者の地域における自立を支援するため、障害者の生活の場、働
く場や地域における支援体制を整備すること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

障害者の地域生活への移行を促進させる。 

 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

平成１７年度入所者数約１４．６万人のうち、平成２３年度までに２．１万人以上

を地域生活へ移行させることを目標とする。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備することで、障害

者の地域生活への移行が促進される。 

 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 ３００～５００の事業所が適用される見込みである。 

※社会福祉施設調査により新規に施設を必要とする障害福祉サービスの１年

間の事業所増加数を推計 

② 減収額 ４,２１０百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：○○～○○） 

 

 ― 

 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：○○～

○○） 

 

 ― 

 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》 

 

地域生活への移行のための基盤整備が不十分となる可能性があり、障害者

の地域生活への移行が進まないおそれがある。 

 

 

《税収減を是認するような効果の有無》 

 

本措置により、障害者の地域生活を支える場が整備され、障害者の地域生活

への移行が進む。なお、公費による給付費の負担が減少すると見込まれる。 

 

 



9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本措置による税制上のインセンティブを与えることにより、これらの

施設用地の確保が容易となり、サービス提供体制の整備が図られると

ともに、（特に遊休の）民間資産の有効活用につながることが期待で

き、これによりサービス提供体制の整備が図られ、障害者の地域移行

が進むと考えられる。 

 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 予算上の措置である社会福祉施設等施設整備費（※）と相まって障害者の

地域生活の場の整備を行う。 

 

※障害者の就労支援や地域移行支援の充実を図るため、就労移行支援、生

活介護、自立訓練等の日中活動の場やグループホームなどの整備を計画的

に促進するための補助 【予算額１００億円（平成２２年度）】 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

地域生活への移行が進むことで、地方公共団体の給付費負担が減少すると

見込まれる。 

 

10 有識者の見解  

 ― 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

 ― 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制整備促進税制の延長 

2 要望の内容 近年、東南アジアを中心に鳥インフルエンザが鳥から人へ感染する事例が

増加。この鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）が人から人へ感染する形に変異し、新型

インフルエンザとして世界的に流行することが危惧されている。 

新型インフルエンザが発生した場合、国民に大きな健康被害を発生させ、最大

２５００万人が罹患、１５～６４万人が死亡すると想定されている。こうした中、1

日の入院患者が最大 10 万 1 千人見込まれるなど、現在の医療体制では十分

な対応ができないため、早急に医療提供体制を整備する必要がある。 

こうしたことを踏まえ、平成 21 年度税制改正において、本税制を措置したとこ

ろ（適用期間２年間）。 

 

このような状況の中で、平成 21 年４月に新型インフルエンザ(A/H1N1)が発

生し、医療提供体制については、新型インフルエンザ患者入院医療機関に係

る補助等の措置を講じて対応。 

現在のところ、新型インフルエンザ(A/H1N1)の最初の流行は沈静化していると

こであるが、今後再流行が生じる可能性もあり、また今回とは違った型の新型

インフルエンザが発生するおそれもある。 

また、新型インフルエンザ(A/H1N1)対策総括会議報告書（平成 22 年６月 10

日）においても、医療体制について、以下のような提言がなされているところ。 

・国が基本的な方針、考え方を示した上で、都道府県ごとに地域の実情を踏

まえ、必要となる医療提供体制について検討を進めるべきである。また、国

は、これに対する必要な支援を行うべきである。 

・具体的には医療スタッフ等の確保、ハイリスク者を受入れる専門の医療機

関の設備、陰圧病床等の施設整備などの院内感染対策等のために必要な

財政支援を行う必要がある。 

 

以上の点を踏まえると、医療提供体制については引き続きその充実が求め

られるところであり、本税制については継続して措置することとしている。 

 

3 担当部局 健康局結核感染症課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成２１年４月１日より２年間の措置として創設（平成２３年３月３１日まで） 

 

平成２３年４月１日より２年間の延長措置を要望中 

 

6 適用又は延長期間 ２年間 

（別添） 



7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 

新型インフルエンザ発生時、初期対応を行う感染症指定医療機関等（感染

症指定医療機関及び「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき都道府県

等が病床確保を要請した医療機関）における医療提供体制を確保する必要が

ある。また、新型インフルエンザ発生後、多数見込まれる入院患者に対処する

には、感染症指定医療機関等の感染症病床のみでは不足するため、臨時に

開設する病床における感染防止のため、簡易陰圧装置の設置が必要である。 

 

《政策目的の根拠》 

 

新型インフルエンザ対策行動計画 

（新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議 平成

２１年２月改定） 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

（基本目標Ⅰ） 

安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること 

（施策大目標５） 

感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止することともに、感染者等に必要な

医療等を確保すること 

（施策中目標１） 

感染症の発生・まん延の防止を図ること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 

パンデミック期において最大１０万１千人と見込まれる入院患者に対応できる

だけの簡易陰圧装置を確保する。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

 

感染症指定医療機関等（約４,０６０カ所、約４,０６０台）に簡易陰圧装置を設置 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

この租税特別措置等により、政策目的である簡易陰圧装置の必要数の確

保を図る。 

 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成２１年度適用数：２３台（１０医療機関） 

② 減収額 平成２１年度減収額：約２３０万円 

平成２３年度減収額：約２４０万円（平成２１年度実績をもとに推計） 

 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：○○～○○） 

 

 

 

 



《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：○○～

○○） 

 

 

 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：○○～○○） 

 

 

 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：○○～○○） 

 

 

 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

新型インフルエンザは、感染力が強く、全国的に急速に拡大するおそれがある

ため、不足が見込まれる入院施設の確保を容易にする簡易陰圧装置を、全国

各地に幅広く設置を促すためには、設置補助に加え税制を活用することは着

実に進めるためには有効である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 

同上 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

 

― 

10 有識者の見解  

（今後、意見聴取予定） 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

― 

 

 

 



 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置（所得税・法人税） 

2 要望の内容 地震防災対策用資産の取得に関する特別償却制度の適用期限を 3 年間
（平成 26 年 3 月 31 日まで）延長する。 
①対象地域 

ア． 東海地震に係る地震防災対策強化地域 
イ． 東南海･南海地震防災対策推進地域 
ウ． 日本海溝･千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域 

 
②対象者 
 大規模地震対策特別措置法施行令第 4 条各号に掲げる不特定多数の者
が利用する施設や危険物施設の管理者等 

例 病院、劇場、百貨店、旅館、学校、火薬類・薬品等の工場、電気･
ガス等の事業所等 
 
③対象資産：緊急地震速報受信装置及び関連設備 

④特別償却率：100 分の 20 

3 担当部局 厚生労働省医政局指導課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

（内閣府要望経緯） 
昭和 58 年度 創設  
昭和 60 年度 適用期限 2 年延長、特別償却率の引き下げ 
昭和 62 年度 適用期限 2 年延長、特別償却率の引き下げ 
平成元年度 適用期限 2 年延長、特別償却率の引き下げ 
平成 3 年度 適用期限 2 年延長、対象資産の拡充、特別償却率の引き下
げ 
平成 5 年度 適用期限 2 年延長 
平成 7 年度 適用期限 2 年延長 
平成 8 年度 対象地域の拡充 
平成 9 年度 適用期限 2 年延長 
平成 11 年度 適用期限 2 年延長、特別償却率の引き下げ 
平成 12 年度 特別償却率の引き下げ 
平成 13 年度 適用期限 2 年延長、特別償却率の引き下げ、適用対象者の
限定 
平成 14 年度 特別償却率の引き下げ 
平成 15 年度 適用期限 2 年延長、対象地域の拡充・廃止、特別償却率の
引き下げ 
平成 17 年度 適用期限 2 年延長、対象地域の拡充・廃止、特別償却率の

引き下げ 
平成 19 年度  適用期限 2 年延長 

平成 21 年度 適用期限 2 年延長、対象資産の改組、対象地域の拡充、特

別償却率の引き上げ 

6 適用又は延長期間 地震防災対策用資産の取得に関する特別償却制度の適用期限を３年間

（平成 26 年 3 月 31 日まで）延長する。 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

「大規模地震対策特別措置法」、「東南海・南海地震に係る地震防災対策

の推進に関する特別措置法」及び「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震

に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」に基づく、東海地震に

係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）と東南海・南海



地震防災対策推進地域及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策

推進地域（以下「推進地域」という。）は、特に大規模地震の発生の切迫

性が高く、甚大な被害が予想されることから、行政だけでなく当該地域

に存する事業者、地域住民等を巻き込んだ総合的な地震防災対策を強力

に推進する必要がある。 

《政策目的の根拠》 

大規模地震対策特別措置法、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推

進に関する特別措置法、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震

防災対策の推進に関する特別措置法 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ  安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づく 

りを推進すること 

施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整備する 

こと 

施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提供 

できる体制を整備すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

税制適用対象地域における大規模地震が発生した場合に予想される甚大

な被害を最小限に抑えることを目標とする。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

対象資産の普及状況 

 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

当該税制適用地域対象に実施した平成 20 年 10 月の調査では、普及率が

7%にとどまっている現状が明らかになった。対象資産である緊急地震速

報受信装置は 21 年度から追加されたばかりであり、行政だけでなく、地

域の事業者･住民を巻き込んだ普及啓発の取組が不可欠であり、それにイ

ンセンティブを与えるものとして当該税制は有効である。 

8 有効性

等 

① 適用数等 21 年度より対象資産を変更しており、その実績件数等は調査中である。 

（なお、調査は 9 月初旬ごろをメドに取りまとめる予定） 

② 減収額 21 年度より対象資産を変更しており、その実績額等は調査中である。 

（なお、調査は 9 月初旬ごろをメドに取りまとめる予定） 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 23 年度～平成 26 年度） 

「地震防災戦略」に定める目標の達成に向けて、施設の利用者の生命・

身体の安全の確保、機械停止等による被害拡大防止が図られるよう、強

化地域及び推進地域に存する事業者による緊急地震速報受信装置等の設

置を促進しているところ。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 23

年度～平成 26 年度） 
地震防災対策を推進するため、不特定多数の者が利用しており被災時

に大きな混乱が生じ被害が拡大するおそれがある施設や、危険物取扱施
設等周辺地域に大きな被害を及ぼす蓋然性の高い施設など、対策実施の
優先度が高い施設等に対象を絞って、地震防災対策を戦略的に実施して
いくことが重要である。また、災害対策を進める上で、今後は国等によ
る「公助」だけでなく、国民一人ひとりや企業が自ら考えて取り組む「自
助」、地域の多様な主体が協働する「共助」が重要であり、「自助･共助」
の取組を喚起するためのインセンティブを与える施策が求められてい



る。 

 このような考え方に立ち、強化地域･推進地域に存する、病院・劇場・

百貨店・旅館等の不特定多数の者が出入りする施設を管理する者、石油

類･火薬類・高圧ガス等の危険物の製造・貯蔵等を行う施設を管理する者、

鉄道事業等の一般旅客運送に関する事業を運営する者、学校・社会福祉

施設・電気事業・ガス事業・水道事業・大人数が勤務する工場等の重要

な施設又は事業を管理･運営する者を優先対象として、本租税特別措置に

より一定の地震防災対策用資産の取得を促し、各地域での地震防災体制

の構築を進めてきたところであるが、現時点で政策の達成目標の実現に

至っていないと考えられることから、引き続き本租税特別措置を講じる

必要がある。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年度～平成 26 年度） 

緊急地震速報受信装置の導入により、主要動到達前の避難経路確保や製

造機械の停止などの措置をとることができたケースが、平成 20年の岩手･

宮城内陸地震などで見られた。本租税特別措置が延長されない場合、緊

急地震速報受信装置の普及が遅れ、近く発生する可能性のある東海地震

や東南海･南海地震などが発生した場合の被害の発生、拡大を抑制するこ

とができず、地震防災戦略の目標を達成できない恐れがある。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 23 年度～平成

26 年度） 

 緊急地震速報の利活用の実態として、平成 21 年 8 月 11 日の駿河湾を

震源とする地震や平成 22 年 3 月 14 日の福島県沖の地震の際に、デパー

トや小売店で館内放送を行い客の誘導に生かされたケースや、工場や倉

庫において従業員の安全確保、機械の停止による被害防止策が取られた

ケースなどがあった。今後、より普及が進むことでこういった予防策が

とられやすくなり、被害拡大の防止に資するものと考えられる。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

平成 19 年 3 月の中央防災会議で内閣総理大臣より「緊急地震速報を政
府一体となって、国民への普及･啓発に取り組んでいただくようお願いし
たい」とのご発言があったことを踏まえ、「緊急地震速報の周知･広報及
び利活用推進関係省庁連絡会議」が設置された。同会議を中心に政府一
体となった取組を展開しているところであるが、一般に災害対策を進め
る上では国等による「公助」だけでなく、国民一人ひとりや企業が自ら
考えて取り組む「自助」、地域の多様な主体が協働する「共助」が重要と
されており、そういった「自助･共助」の取組を喚起するインセンティブ
を与える必要がある。ここで租税特別措置というインセンティブを与え
ることにより、地震防災対策用資産の取得時コストを軽減し、当該資産
の導入を通じた地域防災力向上を図ることが可能となる。 
 また、法的規制や義務付けについては以下の考え方により行わない。 
・ 政策誘導により自発的意思による設置･取得を促すことが、「自助･共

助」の取組を喚起するという考え方に沿うものであり、法的規制はそ
の次のステップであること。 

・ 緊急地震速報の一般向けの提供開始から日が浅く、利活用の実態とし
て被害防止策が取られた事例があるものの、義務付けに至るまでの十
分な事例が蓄積されておらず、当面はインセンティブを与えての普及
促進に努めるのが適当であること。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

他の支援措置は現在のところ講じられていない。 



③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

― 

10 有識者の見解 気象庁「緊急地震速報の本運用開始に係る検討会」や、それを受けた
平成 19 年 3 月の中央防災会議において、阿部勝征東大名誉教授（前述の
検討会座長）より「緊急地震速報の利活用の促進、利活用に伴う混乱防
止に向けた政府一丸の取組が必要」とのご発言があった。 

また、同氏を会長とする緊急地震速報利用者協議会より、平成 21 年度税

制改正に際して「緊急地震速報の受配信に係る設備・機器等」を対象資

産としてほしい旨の要望書が提出された。この中で、緊急地震速報受信

装置が地震防災に役立つほか、特別償却制度の適用により法人等の対象

資産の設置に弾みがつくと述べられている。 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 



租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 
中小企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）の延長 

2 要望の内容 ・製造業や卸売業、サービス業などの中小事業者が行う情報基盤強化設備

等について、取得額の 7%の税額控除又は 30%の特別償却を措置する「中小

企業等基盤強化税制（中小企業情報基盤強化税制）」について、対象業種

及び対象設備の見直しを行った上で適用期限を２年間延長する。 

3 担当部局 保険局総務課保険システム高度化推進室 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１８年度 情報基盤強化税制創設。 

平成２０年度 同税制について、大企業の利用を制限、中小企業の利用を緩

和し、２年間延長。 

平成２２年度 情報基盤強化税制を廃止。中小企業等基盤強化税制を拡充し 

１年間措置（中小企業情報基盤強化税制の創設） 

6 適用又は延長期間 平成 23 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日（２年間） 

7 必要性

等 

①  政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

中小企業をはじめとする我が国企業の戦略的ＩＴ投資を促進し、ＩＴの利活用を

通じた生産性の向上等を促進する。 

《政策目的の根拠》 

「産業構造ビジョン」（平成 22 年 6 月 産業構造審議会産業競争力部会） 

「情報セキュリティ２０１０」（平成 22 年 7 月 情報セキュリティ政策会議） 

「情報経済革新戦略」（平成 22 年 5 月 産業構造審議会情報経済分科会） 

「新たな情報技術革新戦略」（平成 22 年 5 月 高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部決定） 

「新たな情報通信技術戦略 工程表」（平成 22 年 6 月 高度情報通信ネットワ

ーク社会推進戦略本部決定） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅻ    国民生活の利便性の向上に関わる IT 化を推進すること 

施策大目標２    医療・健康・介護・福祉分野の情報化を推進すること 

施策中目標２     レセプトオンライン化のための取り組みを推進すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

中小企業をはじめとする我が国企業の生産性向上を加速化していくために

は、セキュリティを確保しつつ、ＩＴ投資の中でも特に企業の競争力強化や、経

営の最適化実現に資するような戦略的ＩＴ投資の拡大を図っていくことが必要

であり、このような戦略的ＩＴ投資を促進していくことで、我が国の国際競争力強

化を図る。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

企業経営をＩＴにより最適化する企業の割合を米国並みの 50％以上とする。 

また、中小企業における企業経営をＩＴにより最適化する企業の割合を 2020 年

度までに 40%に引き上げる。 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

中小企業情報基盤強化税制を２年間措置し、平成 24 年度末までに、中小企

業における企業経営をＩＴにより最適化する企業の割合 26%を達成する。 



8 有効性

等 

① 適用数等 平成 20 年度、大企業の税制適用額上限設定や中小企業適用可能額の引下

げなどの税制改正を行い、中小企業による適用数割合が増加。 

《情報基盤強化税制の適用件数》 

平成 19 年度 1,977 件（内 中小企業 1,436 件、その比率 73％） 

平成 20 年度 1,669 件（内 中小企業 1,317 件、その比率 79％） 

出典：国税庁「会社標本調査」 

②  減収額 平成 20 年度、大企業の税制適用額上限設定や中小企業適用可能額の引下

げなどの税制改正を行い、中小企業による適用数割合が増加。 

《情報基盤強化税制の税額控除適用額》 

平成 19 年度 763 億円（内 中小企業 44 億円、その比率 6％） 

平成 20 年度 128 億円（内 中小企業 15 億円、その比率 12％） 

平成 21 年度 628 億円（内 中小企業 155 億円、その比率 25％） 

出典：(平成 19～20 年度)国税庁「会社標本調査」、(平成 21 年度)財務省試算 

③ 効果ない

し達成目

標の実現

状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月） 

平成 18 年度から措置した情報基盤強化税制によって、企業経営をＩＴにより最

適化する大企業の割合は目標としている 50％に近付き、生産性の向上や国

際競争力の強化が図られたことから、平成 21 年度末で税制による支援は終

了。 

一方、中小企業における企業経営をＩＴにより最適化する割合は依然低位にと

どまることから、生産性の向上に資する質の高いＩＴ投資を促進し、中小企業の

生産性改善、我が国経済の底上げを推し進めていく。 

《租税特別措置等による達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 21 年 4

月～平成 22 年 3 月） 

企業経営をＩＴにより最適化する企業の割合は、50％の目標に対し 32.2％。こ

のうち、中小企業について見ると 19.7%となっており、前年同期比 5.9%増加して

いる。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年 4 月～平成 25 年 3 月 

・中小企業情報基盤強化税制が措置されなかった場合、年間３００億円以上

IT 投資額が減少することが見込まれる。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 20 年 4 月～平成

21 年 3 月） 

○経済波及効果 

・本税制による経済効果として、ＩＴ投資の押上げ効果を試算すると、

減税額１に対し、約１．５７倍の効果が見込まれる。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

・中小企業がＩＴ化によって高度化や効率化を図るべき内容（物流管理、在庫管理、営

業支援など）は、業種によって異なるとともに、またＩＴ化の進展状況も企業ごとに異なる

ため、投資対象を限定して支援するような補助金による助成はなじまない。 

・このため、生産性向上が図られ、かつ高度な情報セキュリティを備えるなど、一定の

要件は課すものの、各社のＩＴ化の状況やニーズに応じて構築するシステムの内容を選

択することが出来る制度設計が可能な、税制による資金面での支援が最適である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

○企業が戦略的な IT 投資（情報基盤強化税制の対象設備への投資）を進め

るには、①経営者による戦略的ＩＴ投資の重要性の理解、②戦略的ＩＴ活用を実

現する人員の確保、③資金的制約の緩和の３つの要素を備えている必要があ

る。 

○一方、これら３つの要素のうちどの要素が備わっていないかは企業によって

状況がまちまちであるため、戦略的ＩＴ投資を促進するには、企業がこれら３つ

の要素を備えるよう施策を並行的に進めていくことが求められる。 



《企業の戦略的IT投資促進のための措置》 

①戦略的IT投資の重要性に対する理解 

・未だにIT投資の重要性に対する理解が進んでいない中小企業経営者に対す

る研修等を実施するための予算を措置。 

②戦略的IT活用実現のための人員確保 

・CIO（Chief Information Officer）やITコーディネータなど、中小企業における戦

略的IT投資を実践する者を育成するための予算を措置。 

③資金的制約の緩和 

・本税制によって資金面から戦略的IT投資を支援。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

本税制措置によって、中小企業がＩＴ化によって経営の最適化をし、生産性の

向上を実現することは、ミクロでは企業の増収増益効果が、マクロではＧＤＰの

成長を促進する効果など、減税額を上回る経済波及効果が期待され、結果的

には法人事業税や償却資産税の税収増や、イノベーションの発揮による新た

なビジネスの創出、雇用の増加など地方経済の活性化に資する。 

10 有識者の見解 （平成 22 年 1 月 「ＩＴと生産性に関する日米比較：マクロ・ミクロ両面からの計

量分析」 東京大学大学院教授 元橋一之） 

「日本企業がＩＴの活用によってより高い生産性レベルを目指すためには、全社

的なＩＴシステムの再構築が必要となる。」 

「企業における戦略的なＩＴ投資を推進するための政策も重要である。平成 20

年度税制改正でＩＴ投資減税（情報基盤強化税制）の対象設備に「連携ソフトウ

ェア」（部門間や企業間の壁を超えた情報資産の連携を行うためのソフトウェ

ア）が対象となったが、着実な実施を図っていくことが重要である。」 

 

（平成 22 年 2 月 産業構造審議会 上野委員発言） 

「中小企業のＩＴ基盤が脆弱であることを認識して頂きたい。特に大企業と中小

企業のＩＴ環境の接続が十分にできていない、ＥＤＩを十分できていない。ものづ

くりの技術力があっても、ＩＴと両方相またないと国際競争ではとても勝てな

い。」 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

平成１２年度医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院等へ

の建替えに係る特別償却制度の適用期限の延長 

2 要望の内容 平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準に適合した病院・有床診

療所への建替えを行った場合の建物について、取得初年度に基準取得価格

（取得価格の１／２）の１５％を割増償却できるが、この制度を平成２３年度以

降も延長すること。（租税特別措置法第１２条の３、第４５条の２第３項、第６８

条の２９第３項） 

 

3 担当部局 厚生労働省医政局総務課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１３年度 創設 

平成１５年度 ２年延長 

平成１７年度 ２年延長 

平成１９年度 ２年延長 

平成２１年度 ２年延長 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日から平成２５年３月３１日まで。 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

療養環境の改善に対する国民の要請に応え、良質で適切な医療を提供する。 

 

《政策目的の根拠》 

医療法 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり
を推進すること 
施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を整備す
ること 
施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に提
供できる体制を整備すること 

 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

改正後の医療法の構造設備基準に適合した建物への建替えを促進する。 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

改正後の構造設備基準に適合した医療機関の割合 

 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

改正後の医療法の構造設備基準に適合した建物が増えることにより、療養環

境が改善し、良質な医療を提供できる。 

 

 

（別添） 



8 有効性

等 

① 適用数等 １５．２件/年 

※過去の適用実績の年平均 

② 減収額 ６１８百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 13 年～21 年） 

 

改正後の構造設備基準に適合した医療機関の割合：７８％ 

 

※日本医療法人協会・全日本病院協会・日本病院会を通じたアンケート調査 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 13

年～21 年） 

 

租税特別措置の創設から、平成２１年度までの建替えは、毎年一定数継続的

に確認されているところ。 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 23 年度） 

 

改正後の構造設備基準を満たさない医療機関が減らないことにより、療養環

境が改善しない。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 23 年度） 

 

病院の建替えに係る費用は膨大で、医療機関の負担は大きいことから、本特

例措置による税負担の軽減は有効な手段である。 

 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

新基準に基づく医療機関への建替えについては、税制上の本特例措置の他

に政策融資等の支援策がとられている。 

本特例措置により建替えに向けたインセンティブを与え、建替えに係る費用負

担の軽減を図るとともに、建替えのための具体的な資金調達手段として、政策

融資による財政上の手段を与えている。 

このように両者は平成１２年改正の政策目標を達成するための両輪であり、双

方の支援措置により順次建替えが進んでいると評価できる。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

医療施設近代化施設整備事業において、補助金の交付の一つの条件として

平成１２年医療法改正による改正後の構造設備基準を満たすことがあげられ

ている。 

 また、独立行政法人福祉医療機構は医療施設近代化施設整備事業を行う

病院の改築資金への低利融資を行っている。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

― 



10 有識者の見解 ― 

 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

― 

 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

療養病床の転換に係る特別償却制度 

2 要望の内容 療養病床の転換を支援するため、療養病床の転換に係る特別償却制
度（※１）の適用期限を、介護療養病床の廃止期限（※２）を踏まえ
延長を要望する。 

 
※１ 療養病床を老人保健施設等に転換するための改修等を行った

場合に、当該年度の法人税について、基準取得価格（取得価額の
５０％）の１５％の特別償却を行うことができる制度。  

 
※２ 介護療養病床の廃止については、平成２４年３月３１日を期限

としていたが施設の転換意向や患者の状態像の調査結果を踏まえ、
今後の方針を決定することとしている。 

3 担当部局 老人保健課 

4 評価実施時期 ― 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成 19 年度税制改正要望により創設。（２年間） 

平成 21 年度税制改正要望により延長。（２年間） 

6 適用又は延長期間 介護療養病床の廃止期限（※）を踏まえ延長を要望する。 
 
※ 介護療養病床の廃止については、施設の転換意向や患者の状態像

の調査結果を踏まえ、今後の方針を決定することとしている 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

療養病床の再編成においては、医療の必要性の低い患者の受け皿と
して療養病床を老人保健施設等に転換することとしており、当該転換
に係る特別償却制度を延長することにより、円滑な転換を図る。 

 

《政策目的の根拠》 

基本目標Ⅸ  

高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる

社会づくりを推進すること 

施策大目標３  
高齢者の健康づくり、生きがいづくりを推進するとともに、介護

保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支
援を図ること 

施策中目標２ 
  介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり

介護サービス基盤の整備を図ること 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅸ  

高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮らせる

社会づくりを推進すること 

施策目標３  
高齢者の健康づくり、生きがいづくりを推進するとともに、介護

保険制度の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者への支
援を図ること 

３－２ 
  介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり

介護サービス基盤の整備を図ること 

（別添） 



③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 
療養病床の老人保健施設等への円滑な転換を推進すること。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

 

療養病床の老人保健施設等への円滑な転換を推進すること。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

療養病床の転換について特別償却制度が適用された場合、転換に要し

た費用に応じて負担の軽減が効果的に発揮されるため、介護施設等へ

転換するインセンティブとなる。 

8 有効性

等 

① 適用数等 ７施設 ３７２床 

② 減収額 １４百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》 

 

１６２施設 ６２７７（床） 平成２２年６月１５日現在 
上記の数の医療機関・療養病床が介護施設等へ転換した。 

 

                            （７月３０日 介護保険部会資料） 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》 

２２．６百万円 

平成２１年度 １１．２百万円 

平成２２年度 １１，４百万円 

 

※ 療養病床の再編成に当たっては様々な意見があることから、そ

の推進に当たっては支援を充実させることが必要であり、当該制

度や予算措置によって少しずつ進んできたところ。しかしながら、

多くの介護療養病床においては、期限直前での転換を検討してい

たことなどにより、現時点では転換が進んでいない状況である。

したがって、仮に、廃止期限を延長した場合、その期間に併せて

円滑な転換を推進するため当該制度を存置する必要がある。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》 

 

平成２３年４月以降に転換を考えていた施設が老人保健施設等へ転
換しなくなる可能性がある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》 

介護療養病床の老人保健施設等への転換は、いわゆる社会的入院を解消し 

① 高齢者の状態に即した適切なサービスの提供 

② 医療保険や介護保険の財源の効率的な活用 

③ 医師、看護師など限られた人材の効率的な活用 

を目的として進めているものであり、税収減に足る効果が認められる。 



9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

療養病床の再編成に当たっては様々な意見があることから、その推

進に当たっては支援を充実させることが必要であり、当該制度や予

算措置によって少しずつ進んできたところ。しかしながら、多くの

介護療養病床においては、期限直前での転換を検討していたことや、

国会での発言などにより、転換が進んでいない状況である。したが

って、仮に、廃止期限を延長した場合、その期間に併せて円滑な転

換を推進するため当該制度を存置する必要がある。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

 

下記事業と併せて当該特別償却制度を利用することで、より円滑な転
換を推進する。 
 
地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 
病床転換助成事業 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

 

― 

10 有識者の見解  

 

 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

 

 



租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

中小企業等基盤強化税制（教育訓練費） 

2 要望の内容 適用期限を延長する。（２年間） 

3 担当部局 厚生労働省職業能力開発局育成支援課 

4 評価実施時期 平成２２年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

平成１７年度 創設 

平成２０年度 対象を中小企業等に限定、総額型を導入 

平成２１年度 ２年間の延長 

6 適用又は延長期間 平成２３年４月１日～平成２５年３月３１日（２年間） 

7 必要性

等 

①  政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

 中小企業が行う人材育成を含めた取組を支援することにより、中小企業の

経営革新・創業を促進し、中小企業の生産性を向上させ、中小企業の活性

化・健全な発展を図る。 

《政策目的の根拠》 

中小企業憲章（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定）では「資金、人材、海外展開

力などの経営資源の確保を支援し、中小企業の持てる力の発揮を促す」とさ

れ、人材に関する支援の必要性がうたわれている。 

また、新成長戦略（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定）においても「最低賃金に

ついて、できる限り早期に全国最低８００円を確保し、景気状況に配慮しつつ、

全国平均１０００円を目指す」とされているところであり、特に中小企業において

は、最低賃金引き上げに耐え得るよう、労働生産性の向上を図ることが急務。

このため、中小企業における人材投資、特に従業員に対する教育訓練投資を

促進することは重要。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅴ 労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を
十分に発揮できるような環境整備をすること 

施策大目標１ 多様な職業能力開発の機会を提供すること 
施策中目標１ 多様な職業能力開発の機会を確保すること   

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 中小企業の人材投資を加速させることによって、中小企業の生産性の向

上や、経営環境の変化への対応を実現し、わが国の中小企業の収益の増

加、競争力の強化を図ることを目的とする。 

特に中小企業の労働生産性は低水準で推移しており、大企業との比較では

約２倍の格差が存在する。また、主要国と比較しても低い水準にとどまってお

り、全体的に底上げを図っていく必要があることから、中小企業の教育訓練割

合を大企業並み（0.42％程度）とすることを目標とする。 

 

＜参考＞ 

労働生産性（従業員（注）一人あたり付加価値額）の推移 

平成 17 年度  514 万円（中小企業）、1,060 万円（大企業） 

平成 18 年度  523 万円（中小企業）、1,105 万円（大企業） 

平成 19 年度  529 万円（中小企業）、1,090 万円（大企業） 

平成 20 年度  509 万円（中小企業）、  924 万円（大企業） 



《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

今回の延長によって、平成 24 年度における中小企業の教育訓練費割合

（労務費に占める教育訓練費の割合）を 0.30%とすることを目標とする。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

平成２２年度に実施したアンケート調査（1,917 社回答）において、約 98.2％

の企業が生産性向上のためには従業員に対する教育訓練は必要であると回

答した。 

8 有効性

等 

① 適用数等 ○適用件数（経済産業省試算） 
 平成 20 年度：95,329 件 
 平成 21 年度：120,313 件 
 平成 22 年度：242,161 件 

 

なお、平成 22年度に中小企業庁が実施したアンケート（平成 21年度税制利用

企業 169 社回答）によると、業種別の税制利用状況は以下の通りで、業種によ

る特段の偏りは見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  減収額 ○減収額の推移（推計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 20 年度 21 年度

 

22 年度 

減収額合計 
約 6,802 

百万円 

約 7,476 

百万円 

約 8,216 

百万円 

※経済産業省による試算 
 

③ 効果ない

し達成目

標の実現

状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 17 年～平成 20 年） 

労働生産性（従業員（注）一人あたり付加価値額）の推移は以下の通り。(再

掲) 

平成 17 年度  514 万円（中小企業）、1,060 万円（大企業） 

平成 18 年度  523 万円（中小企業）、1,105 万円（大企業） 

平成 19 年度  529 万円（中小企業）、1,090 万円（大企業） 

平成 20 年度  509 万円（中小企業）、  924 万円（大企業） 

政策目標を達成していない理由としては、平成２０年度の景気の急激な変

動等により、中小企業の業績が悪化したためと考えられる。 

《租税特別措置等による達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 20 年度

～平成 24 年度） 

平成 22 年度に中小企業庁が実施したアンケート調査の回答企業税制利用
企業 256 社）データに基づき試算すると、本税制による教育訓練投資の押し上
げ効果は 1.31 倍 

このことから、税制によるインセンティブを考慮すると、中小企業の労務費に
占める教育訓練費割合は、下記のように推移するものと推測される。 

○中小企業の教育訓練費割合の推移 
平成 20 年  0.243％ 
平成 21 年  0.276％ 



平成 22 年  0.286％ 
平成 23 年  0.294％ 
平成 24 年  0.305％ 

 （出所：厚生労働省「就労条件総合調査」等により経済産業省試算。平成 17
年以降は税制による教育訓練費の押し上げ効果を考慮した推計値。） 

 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》（分析対

象期間：平成 17 年度～平成 24 年度） 

中小企業の教育訓練投資が低い水準にとどまることとなり、大企業と中小

企業との労働生産性の格差は依然大きいままとなることが懸念される。（平成

20 年度法人企業統計（労働生産性）：大企業 924 万円、中小企業 504 万

円）、また、諸外国と比較しても我が国全体の教育訓練投資比率は低水準で

あるあることから、生産性向上に資する教育訓練投資の停滞により企業の生

産性及び競争力の劣後、それに伴うさらなる人材の質の低下という悪循環に

陥る状況が懸念される。 

なお、平成２２年度に実施したアンケート調査（1,917 社回答）においても、約

98.2％の企業が生産性向上のためには従業員に対する教育訓練は必要であ

ると回答している。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 17 年度～平成

24 年度） 

中小企業が積極的な教育訓練を実施するインセンティブとして、本税制は非

常に効果的。企業にとって生産性向上に寄与する教育訓練について、本税制

の活用によって当該教育訓練を増加させている。   

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

中小企業は一般的に大企業と比して財務基盤が脆弱であり、人材育成が

困難な状況にある。特に資金繰りが厳しい状況下では、人材育成への支出を

抑制しがちな中小企業に対して、一定水準以上の教育訓練費の支出を促し、

中小企業が自らの経営事情に応じて継続的に人材投資を実施することに対し

てインセンティブを与える本税制は政策手段として的確である。また、対象者

が限定的となる補助金等の予算措置とは異なり、一定の要件を満たした中小

企業を広く対象とすることが可能となる税制措置による支援が効果的である。 

  また、教育訓練費割合の達成状況を勘案し、対象とする水準を 0.15％以上

から 0.25％以上に引き上げるなど、適切な見直しを図っている。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

○ キャリア形成促進助成金は、労働者の能力開発機会を確保し、労働者の

キャリア形成の効果的な促進を目的とするのに対し、本税制措置は、企業自ら

の経営判断に基づく必要な人材育成を促進し、企業の生産性向上、産業の競

争力強化を目的としており、両者は制度趣旨が異なる。 

なお、税制の対象となる教育訓練費の内、本助成金を利用して実施した部

分については、人材投資促進税制の対象とはならない。 

（※本助成金を含め、国等から教育訓練費に充てるために交付を受けた補助

金を税制措置の対象となる教育訓練費に充てる場合は、補助金に該当する金

額を教育訓練費の額から控除した上で、控除税額の計算を行うこととしてい

る。）  

   

○キャリア形成促進助成金の適用実績 

平成 19 年度（43 億円、12,807 件） 

平成 20 年度（39 億円、11,378 件） 

平成 21 年度（68 億円、13,237 件） 

なお、キャリア形成促進助成金と本税制の両方を活用している企業は、概

ね 3 千社程度と推計される。 

重複利用件数（経済産業省推計値）： 

平成 19年度（2,644件）、平成 20年度（2,349件）、平成 21年度（2,733件） 



③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

本税制により中小企業の人材投資を加速させることによって、中小企業の

生産性の向上や、経営環境の変化への対応が可能となる。この結果、地域の

中小企業の収益の増加、競争力の強化が図られることにより、地域活性化に

資することから、地方公共団体による協力は相当。 

 

10 有識者の見解  

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

社会保険診療報酬の所得計算の特例 

2 租税特別措置等の内容 医業若しくは歯科医業を営む個人又は医療法人が、社会保険診療につき、支

払いを受けるべき金額を有する場合であって、その金額が 5，000 万円以下で

あるときは、当該事業年度の所得金額の計算上、その社会保険診療に係る費

用として、支払いを受けるべき金額については、次の金額の区分に応じる率を

乗じて計算した金額の合計額を必要経費損金に算入することを認めるもので

ある。 

 

 収入金額                     控除率 

  2,500 万円以下の部分              ７２％ 

  2,500 万円超 3,000 万円以下の部分      ７０％ 

  3,000 万円超 4,000 万円以下の部分      ６２％ 

  4,000 万円超 5,000 万円以下の部分      ５７％  

3 担当部局 厚生労働省医政局総務課 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和 29 年創設 

昭和 54 年見直し 

（一律 72％としてした控除率を社会保険診療に係る所得別に見直し） 

昭和 63 年見直し 

（5,000 万円を超える医業等事業所得者及び医療法人の特例撤廃） 

6 適用期間 期限なし 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

個人又は医療法人の経営の安定化を図り、良質かつ適切な医療を効率的に

提供する体制の確保を図る。 

 

 

《政策目的の根拠》 

医療法 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康 
づくりを推進すること 

施策大目標１ 地域において必要な医療を提供できる体制を 
       整備すること 
施策中目標１ 日常生活圏の中で良質かつ適切な医療が効率的に 

提供できる体制を整備すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

小規模医療機関の事務処理の負担を軽減する。 

 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

本特例措置の適用によって、事務処理の負担が軽減された医療機関の割合 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

小規模医療機関の事務処理の負担が軽減された結果、経営の安定化がはか



られるとともに、煩雑な事務処理に時間を割かなくて済むので、医業に専念で

きる。 

8 有効性

等 

① 適用数等 28,162 件 「平成 20 年財務統計から見た法人企業の実態」（国税庁）から推計 

② 減収額 256 億円 

「平成 19年税務統計から見た法人企業の実態」（国税庁）、「平成 15年会計検

査院決算検査報告」、「平成 20 年医療経済実態調査報告」（厚生労働省）より

推計 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成２０年） 

直近（平成 20 年）において、当該措置の適用によって、事務処理の負担が軽

減された医療機関（白色申告者）の割合は 85.2％である。 

 

※日本医師会調査に基づく 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成２

０年） 

当該措置の適用によって、事務処理の負担が軽減された医療機関（白色申告

者）の割合は平成 17 年では 81.8％であったのに対し、直近（平成 20 年）では

85.2％となり、80％を超える高い水準で増加傾向にある。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成２０年） 

特例対象者をその年の社会診療報酬が 5,000 万円以下の者に限るなど制度

の適正化を行っており、広く地域医療を担当し、日夜近隣住民の健康維持に

努めている小規模医療機関に対して重点的に措置することにより、その経営

の安定を図り、地域医療やその担い手の確保に資するものとなっている。 

 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

地域医療の推進のため、小規模医療機関の事務処理の負担を軽減すること

で、小規模医療機関が医業に専念できる環境を維持するには、社会保険診療

報酬が 5,000 万円以下の者に限り概算経費率の利用を認める本措置が妥当

である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

― 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

― 

10 有識者の見解 ― 

 

 

11 評価結果の反映の方向

性 

当該措置の適用によって事務の負担が軽減された医療機関（白色申告者）の

割合は８０％を超えていることから、当該措置が小規模医療機関に対し医業に

専念できる環境に寄与していることがわかる。国民に良質かつ適切な医療を

効率的に提供する体制を維持し続けるためには、当該措置の存続が必要。 



12 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

― 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の創設に伴う税制上の

所要の措置 

2 要望の内容 ○ 不動産取得税の減額措置 

障害者を多数雇用する事業所の事業主が、平成 23 年度に創設す

る「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の支給を受けて、事

業用施設を取得し、引き続き３年以上事業の用に供した場合には、

当該施設の取得に対して課する不動産取得税について当該税額か

ら価格の 10 分の１に相当する額に税率を乗じて得た額を減額す

る。 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

障害者を多数雇用する事業所の事業主が、平成 23 年度に創設す

る「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の支給を受けて取得

した事業用の家屋に対する固定資産税の課税標準は、当初５年度分

に限り、課税標準となるべき価格の６分の１に心身障害者の雇用割

合を乗じたものを減額した額とされる。 

○ 事業所税（資産割）の課税標準の恒久特例措置 

障害者を多数雇用する事業所の事業主が、平成 23 年度に創設す

る「重度障害者等施設設置等助成金（仮称）」の支給に係る施設等

において行う事業に課する事業所税資産割の課税標準となるべき

事業所床面積の算定については、当該事業に係る事業所床面積の２

分の１に相当する面積を控除する。 

 

障害者を多数雇用する場合に、新設する助成金を受け取得した事

業用施設等について、不動産取得税の減額措置、固定資産税の課税

標準の特例措置及び事業所税（資産割）の課税標準の恒久特例措置

が適用されるよう要望する。 

3 担当部局 職業安定局高齢・障害者雇用対策部 

4 評価実施時期 平成 22 年８月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和 49 年度（不動産取得税の減額措置）及び昭和 51 年度（固定

資産税の課税標準の特例措置）の制度創設以来、各措置についてそ

れぞれ平成 22 年度まで適用期限の延長を重ねてきている。またこ

れらの特例措置及び事業所税（資産割）の課税標準の恒久特例措置

について、昭和 63 年度、平成５年度、平成 17 年度、平成 18 年度

及び平成 21 年度には法改正に合わせて対象となる障害者の範囲の

拡充を行った。 

6 適用又は延長期間 不動産取得税の減額措置及び固定資産税の課税標準の特例措置

については２年間の延長。事業所税（資産割）の課税標準の特例措

置については恒久措置。 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

障害者雇用対策については、障害者の雇用の促進等に関する法律

（昭和 35 年法律第 123 号。以下「障害者雇用促進法」という。）に

基づき、障害者の雇用の促進及び職業の安定を一層図ることとして

いる。民間企業における障害者の実雇用率は、平成 21 年６月現在

1.63％と前年比 0.04 ポイント上昇しているものの、法定雇用率

（別添） 



1.8％を依然として下回っており、なお一層の改善が必要である。 

障害者多数雇用事業所（※１）の障害者の新規雇入れに伴う施設

整備及び設備整備に対するインセンティブを喚起し、施設整備を行

うほか、設備の近代化を図ることにより、障害者の雇用を維持・拡

大することを目的としている。 

※１ 現在のそれぞれの税の特例措置と同様に、不動産取得税及び

固定資産税の特例措置の対象となる障害者多数雇用事業所は、障

害者雇用割合（※２）が 50％以上かつ 20 人（※２）以上障害者

を雇用している事業所。また、事業所税（資産割）の特例措置の

対象となる事業所は、障害者雇用割合（※２）が 50％以上かつ

10 人（※３）以上障害者を雇用している事業所。以下同じ。 

※２ 短時間労働者を除く重度障害者は１人を２人として、重度以

外の障害者である短時間労働者は１人を 0.5 人として計算。 

※３ 重度以外の障害者である短時間労働者は１人を 0.5 人とし

て計算。 

《政策目的の根拠》 

○ 障害者雇用促進法第 43 条（一般事業主の雇用義務等） 

○ 障害者雇用促進法第 46 条（一般事業主の身体障害者又は知的

障害者の雇入れに関する計画） 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

け 

基本目標Ⅳ：経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労

働市場において労働者の職業の安定を図ること。 

施策大目標３：労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図るこ

と 

施策中目標１：高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定を図ること 

基本目標Ⅷ：障害のある人もない人も地域でともに生活し、活動す

る社会づくりを推進すること 

施策大目標１：必要な保健福祉サービスが的確に提供される体制を

整備し、障害者の地域における自立を支援すること 

施策中目標２：障害者の雇用を促進すること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

法定雇用率 1.8％の達成 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

「障害者雇用状況報告」（年１回実施）による、民間企業における

障害者の実雇用率 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであり、当該特例措置は、障害者多数雇用事業所の障害者の新

規雇入れに伴う施設整備及び設備整備に対するインセンティブを

喚起し、施設整備を行うほか、設備の近代化を図らせることで、障

害者雇用の維持・拡大に寄与している。 

8 有効性

等 

① 適用数等 ○ 不動産取得税の減額措置 

 平成 22 年度（見込み）：１件 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：６件 

○ 事業所税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：17 件 



② 減収額 ○ 不動産取得税の減額措置 

 平成 22 年度（見込み）：１百万円 

○ 固定資産税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：５百万円 

○ 事業所税の課税標準の特例措置 

 平成 22 年度（見込み）：11 百万円 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％と、当該税制措置の適用等によって、前年の 1.59％

から 0.04 ポイント改善したところである。また、当該特例措置の

延長適用により、障害者雇用が維持・拡大され、政策目標の法定雇

用率 1.8％に寄与するものと言える。 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期

間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、当該特例措置の効果等によって、前年の

1.59％から 0.04 ポイント改善したところである。 

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかった場合の影響》

（分析対象期間：平成 21 年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであるが、当該特例措置が障害者多数雇用事業所の障害者の新

規雇入れに伴う施設整備及び設備整備に対するインセンティブを

喚起し、施設整備を行うほか、設備の近代化を図らせ、障害者雇用

の維持・拡大に寄与していることから、延長されなかった場合には

障害者の実雇用率の改善が鈍化することが見込まれる。 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 21

年６月１日） 

平成 21 年６月１日現在の民間企業（56 人以上）の障害者の実雇

用率は 1.63％であり、前年の 1.59％から 0.04 ポイント改善したと

ころであるが、重度障害者を新規に雇い入れ、新規に事業所を設置

又は事業規模の拡大を図る事業所にあっては、障害者が使用する機

械・設備等を特別に設置したり、事業所全体のレイアウトを障害者

が作業しやすい構造にするなど、事業所の施設設備等が割高とな

る。このため、新規に重度障害者を多数雇い入れる事業所の施設整

備又は設備整備に係る租税負担をできる限り軽減することにより、

重度障害者の一層の雇入れ促進が図られ、効果はあると考えられ

る。 

9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

重度障害者を新規に雇い入れ、新規に事業所を設置又は事業規模

の拡大を図る事業所にあっては、障害者が使用する機械・設備等を

特別に設置したり、事業所全体のレイアウトを障害者が作業しやす

い構造にするなど、事業所の施設設備等が割高となる。そこで税制

上の優遇措置があれば、事業主の負担を軽減することができるた

め、新規に重度障害者を多数雇い入れる事業所の施設整備又は設備

整備に対するインセンティブを喚起し、障害者を雇用するという政

策効果が期待できる。 



② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

既存の事業所の（雇い入れを伴わない）設備整備等に要する費用

に対する障害者雇用納付金制度の助成金とは異なり、当該税制特例

措置は、重度障害者を新規に雇い入れ、新規に事業所を設置又は事

業規模の拡大を図る事業所に対して適用されるものである。 

また、これらの事業所においては、障害者が使用する機械・設備

等を特別に設置したり、事業所全体のレイアウトを障害者が作業し

やすい構造にするなど、事業所の施設設備等が割高となる。したが

って、新設する助成金に加え、税制上の特例措置により、重度障害

者を多数雇い入れる事業所の施設整備又は設備整備に係る租税負

担をできる限り軽減し、重度障害者の一層の雇入れ促進につなが

る。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

障害者多数雇用事業所は全国的にも小規模なものが多く、経営環

境が脆弱である上、一般企業に比べて収益が小さい。 

その一方で、重度障害者を新規に雇い入れ、新規に事業所を設置

又は事業規模の拡大を図る事業所にあっては、障害者が使用する機

械・設備等を特別に設置するなど、事業所の施設設備等が割高とな

る。障害者雇用に関しては、①地方公共団体には障害者雇用の促進

に必要な施策の総合的かつ効果的な推進を行う責務が課されてい

ること（障害者雇用促進法第６条）、②障害者支援に係る費用は地

域社会においても平等に負担すべきこと等から、地方税において

も、障害者を多数雇用する場合に要する設備投資等の負担の軽減措

置を講じ、障害者の雇用の促進を図るとともに、事業所の生産性を

高めつつ障害者の働きやすい環境を整備する必要がある。 

そこで当該税制上の特例措置を全国一律に適用させることによ

り、新規に重度障害者を多数雇い入れる事業所の施設整備又は設備

整備に係る租税負担を軽減することができ、重度障害者の一層の雇

入れ促進につながる。 

10 有識者の見解 
－ 

11 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 
－ 

 

 



【様式】 

 

租税特別措置等に係る政策の事後評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

保険会社等の異常危険準備金 

2 租税特別措置等の内容 損害保険会社等が、各事業年度において、責任準備金の積み立てにあた

り、火災保険等の異常災害損失の補てんに充てるため、当該年度の正味収入

保険料等を基礎として計算した積立限度額以下の金額を準備金として積み立

てたときは、この積立額の損金算入を認める。 

この準備金は、異常災害損失が生じた場合にはその損失の額、積立後 10

年を経過した場合にはその積立額と［（異常危険準備金の金額＋当期の積立

額）－当年度正味収入保険料等×洗替保証率］のいずれか少ない金額を取り

崩して益金に算入する。 

 

※異常災害損失：保険等の種類ごとに各事業年度において支払った又は支払

うべきことの確定した保険金の総額が、（正味収入保険料等×異常災害損

失率）を超える場合に、その超える金額に対応する損失をいう。 

※積立限度額：保険等の種類に応じ当年度正味収入保険料等に積立率を乗

じて計算した金額 

3 担当部局 厚生労働省社会・援護局地域福祉課消費生活協同組合業務室 

4 評価実施時期 平成 22 年 8 月 

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和 28 年度 創設 

昭和 40 年度 消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会について適

用。 

現在に至る。 

 

 

6 適用期間 火災共済２．５％、自然災害共済１５％ （いずれも恒久措置） 

7 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

共済契約者を保護するために健全な運営を確保する。通常の危険率を超え

る損害が発生した場合でも、十分に異常危険準備金を積み立てることにより財

務基盤を確保することで、消費生活協同組合等が共済契約者に円滑かつ確

実に共済金を支払えることを目的とする。 

 

《政策目的の根拠》 

消費生活協同組合法は、国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、国

民生活の安定と生活文化の向上を期することを目的とする。 

同法において、責任準備金の積立てが義務づけられており、責任準備金の

一つである異常危険準備金については、同法施行規則において共済契約に

基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険にそな

えて計算した金額を積み立てなければならないこととしている。 

 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付

 基本目標Ⅶ   利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの
提供等を図ること 

 施策目標２    地域社会のセーフティネット機能を強化し、地
域の要援護者の福祉の向上を図ること 

 施策目標２－１  地域社会のセーフティネット機能を強化し、地



け 域の要援護者の福祉の向上を図ること 

③ 達成目標

及び測定

指標 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

 共済契約者を保護するために健全な運営を確保する。通常の危険率を超え

る損害が発生した場合でも、十分に異常危険準備金を積み立てることにより財

務基盤を確保することで、消費生活協同組合等が共済契約者に円滑かつ確

実に共済金を支払えることを目的とする。 

 

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》 

通常の危険率を超える損害が発生した場合でも、消費生活協同組合等が

共済契約者に共済金を円滑かつ確実に支払うことができる水準まで、異常危

険準備金として積み立てる。 

 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

消費生活協同組合等が十分に異常危険準備金を積立て、共済契約者であ

る組合員に円滑かつ確実に共済金を支払うことで、契約者保護に寄与する。 

 

8 有効性

等 

① 適用数等 平成 21 年度 42 組合 

平成 20 年度 43 組合 

平成 19 年度 43 組合 

平成 18 年度 43 組合 

平成 17 年度 43 組合 

② 減収額 平成 21 年度 ２，３４３百万円 

平成 20 年度 ２，２４２百万円 

平成 19 年度 ２，２１４百万円 

平成 18 年度 ２，０９９百万円 

平成 17 年度 １，８７８百万円 

（租税特別措置調査結果より、厚生労働省において計算） 

③ 効果・達成

目標の実

現状況 

《政策目的の実現状況》（分析対象期間：平成 18 年度～平成 20 年度） 

本措置により、順調に異常危険準備金の積立てが行われている。 

○異常危険準備金積立残高 

１８２，３４９百万円（平成 21 年度） 

１５７，７５７百万円（平成 20 年度） 

１３８，８３５百万円（平成 19 年度） 

１２０，８９７百万円（平成 18 年度） 

（出所：租税特別措置調査） 

 

《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》（分析対象期間：平成 18

年度～平成 21 年度） 

本措置により、順調に異常危険準備金の積立てが行われている。 

 

《税収減を是認するような効果の有無》（分析対象期間：平成 18 年度～平成

21 年度） 

本措置により、順調に異常危険準備金の積立てが行われている。 

 



9 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本租税特別措置は、通常の危険率を超える損害が発生した場合で

も、十分に異常危険準備金を積み立てることにより財務基盤を確保す

ることで、消費生活協同組合等が共済契約者に円滑かつ確実に共済金

を支払えることを目的としている。 

異常危険準備金の積立時の税負担を軽減することで、異常災害の発

生に備えるための適正な水準の準備金の積立てを促進する効果があ

り、政策目的を実現する手段として適切である。 

 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担 

なし 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

税負担の軽減をすることで、異常災害の発生に備えるための適正な水準ま

での準備金の積立てを促す措置であり、地方税においても同様の措置が必要

である。 

10 有識者の見解 なし 

 

 

11 評価結果の反映の方向

性 

引き続き、本租税特別措置の実施により、適正な水準までの異常危険準備

金の積み立てを促進していく。 

12 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

なし 

 

 

 




